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(2) その他の国の動向 
 
① 中国 
 人民日報※によると、中国では 1970年代から農家の敷地内にバイオガス発酵槽を
設置して得られたバイオガスを炊事等の家庭用燃料として利用している。2000年時
点で 760 万戸の住宅に発酵槽が設置されており、年間 2 億 m3（原油換算約 11 万
kL）のバイオガスが利用されている。また、全国 750カ所の中大規模廃棄物処理施
設でもバイオガスの回収利用を行っている。この他にも、50万カ所の排水処理施設
においても年間 2億 m3（約 11万原油換算 kL）のバイオガス生産能力がある。 
 ※ “China Steps Up Biogas Research and Application”（人民日報 2000年 10月 26日記事） 

 
② 米国 
 米国では、下水処理場から発生する下水道バイオガスや最終処分場から発生する

埋立ガスを主に利用しており、ボイラ等で直接利用する方法が主である（表 2-3）。
その他に電力公益事業者や独立系発電事業者がこれらのガスを用いて発電を行って

いる。 
 
表 2-3 米国の産業部門におけるバイオガス利用量（2003年） 

（単位：原油換算万 kL） 

部 門 電力利用 熱利用 合 計 

農林業 0.2 0.1 0.3

  (0.1%) (0.0%) (0.1%)

工業 0.6 1.3 1.9

  (0.3%) (0.6%) (0.9%)

廃棄物処理 0.0 216.8 216.8

（埋立ガス） (0.0%) (99.0%) (99.0%)

合 計 0.8 218.2 219.0

  (0.4%) (99.6%) (100.0%)

出所：米国エネルギー省情報局（EIA）資料 

 
米国連邦政府では、未利用メタンガスの有効利用を推進するため、民間事業者の

取組を支援する埋立地メタン利用プログラム（LMOP；Landfill Methane Outreach 
Program）や家畜ふん尿由来メタン利用プログラム（AgSTAR）を実施してバイオ
ガス利用設備の導入を進めている。 

LMOPは米国環境保護庁（EPA）による官民パートナーシップで、州政府とエネ
ルギー事業者、埋立ガス事業者、NPO等が協定を結んで実施する埋立ガス有効利用
事業に対して、事業化調査や資金調達の支援を行う。対象となる埋立ガスの利用方

法としては、埋立ガスによる発電事業やコージェネレーション、燃料利用が挙げら

れる。AgSTARは、家畜ふん尿処理施設へのメタン回収システムの導入を促進する
もので、処理施設所有者に対する各種情報提供や導入検討の支援を行っている。 
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２．木質固形燃料に関する取組状況 
 
(1) 木質固形燃料に関する各国の取組概要 
木質ペレットの利用が進んでいる EUにおける取組状況を以下に示す。 

 
① ペレットの生産・利用状況 
 EU 各国における木質ペレットの生産量及び消費量の推移を図 2-4 に示す。生産
量、消費量共にスウェーデンが最も多く、生産量は全体の 50％、消費量は全体の
55％を占めている。次いで生産量が多いのはデンマーク（全体の 15％）で、オース
トリア（10％）、フィンランド（9％）が続く。消費量については生産量と同様にデ
ンマークが二番目に多く（全体の 13％）、次いでイタリア（11％）、オーストリア
（10％）となっている。 
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出所：欧州ペレットセンター（European Pellet Centre）資料 

図 2-4 EU各国における木質ペレットの生産量及び消費量の推移 
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 木質ペレットは、主に住宅や事業所等の小規模施設の暖房用燃料として利用され

ており、燃料機器としてはストーブやセントラルヒーティング用小型ボイラが普及

している（表 2-4）。この他にも一部では地域熱供給プラント等の中大規模ボイラで
も利用されている。 
 
表 2-4 EUにおける住宅用木質ペレット燃焼機器の導入台数の推移 

国 機器種類 2001 年 2002 年 2003 年 2004 年

オーストリア ボイラ（出力 100kW 未満）＋ストーブ 12,274 16,766 22,000 28,036

ボイラ（出力 100kW 未満） 730 1,370 2,120 3,000
フィンランド 

ストーブ － － － － 

ボイラ（出力 35kW 未満） 7,200 11,800 18,150 27,250
ドイツ 

ストーブ － － － － 

ボイラ（出力 25kW 未満） 3,100 38,500 46,200 57,200
スウェーデン 

ストーブ 5,000 6,200 8,500 10,000

ボイラ（出力 100kW 未満） 31,000 32,300 32,500 33,000
デンマーク 

ストーブ － － － － 

ボイラ（出力 35kW 未満） － － － 500
イタリア 

ストーブ － 70,000 100,000 125,000

出所：欧州ペレットセンター（European Pellet Centre）資料 

 
 木質ペレットの小売価格は販売方法によって異なる。一部の国では個人住宅向け

のバルク配送が一般的な販売方法として定着している（表 2-5）。 
 
表 2-5 EU各国における木質ペレット小売価格（2004年） 

小売形態 価格帯※ 備 考 

小型バック 
225～300ユーロ/t 
（31.5～42.0円/kg） 

20～40kg入り袋、配送料を除く 

小型バック配送 
120～270ユーロ/t 
（16.8～37.8円/kg） 

小型バックの複数配送 

バルク配送（個人向け） 
90～208ユーロ/t 
（12.6～29.1円/kg） 

家庭向け配送サービスの価格 

バルク配送（大口向け） 
110～134ユーロ/t 
（15.4～18.8円/kg） 

プラント等大口需要向け配送

サービスの価格 

（参考：日本の小売価格） （25～60円/kg） 
10kg袋～バルク配送を含む 
出所：ペレットクラブ資料 

※ 各国の付加価値税（7～25％、国により異なる）を含む価格の実績値 

出所：欧州ペレットセンター（European Pellet Centre）資料 
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② 木質ペレットの流通システム 
EUにおけるペレット燃料の流通システムの例として、フィンランドの例を図 2-5

に示す。 
ペレット製造プラントで生産されたペレットは、大口需要家に対してはバルク輸

送によって供給されている。中小需要家に対しては 20 ㎏入りバック及び 500～
1,000kg 入りのエコノミーサイズバックと呼ばれる袋に詰められて配送、又は店頭
で販売されている。 
ペレットの一部は、製造プラントから小売用貯蔵庫に運ばれて量り売りされてお

り、消費者が貯蔵庫まで出向いてペレットを購入して持ち帰っている。なお、ペレ

ット販売に用いられた袋は回収されて再利用されている。 
 

 

バルク輸送 

による直接配送 
20kg バック 

バックの
再使用

ペレット製造プラント

エコノミー 
サイズバック 
500～1000kg

消費者による 
持ち帰り 

 
量り売り 

小売用貯蔵庫 

エコノミー 
サイズバック 

袋入り バルク

 
出所：Wood pellet in Finland –Technology, economy, and market 

（Technical Research Centre of Finland, 2002年）より作成 

図 2-5 フィンランドにおけるペレット燃料の流通フロー 
 
③ 木質固形燃料に対する普及支援措置 
 オーストリアやベルギー、ドイツ、フランスでは、エネルギー税指令（2003/96/EC）
に基づき、木質固形燃料に対する付加価値税（VAT）の税率を軽減する措置を講じ
ている（表 2-6）。 
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表 2-6 家庭用木質燃料に対する付加価値税軽減措置の一覧 
国 名 標準税率 電力 天然ガス 木質燃料 

オーストリア 20.0％ 20.0％ 20.0％ 10.0％ 

ベルギー 21.0％ 21.0％ 21.0％ 6.0％ 

ドイツ 16.0％ 16.0％ 16.0％ 7.0％ 

フランス 19.6％ 19.6％ 19.6％ 5.5-19.6％※ 

※ 薪燃料のみ 5.5％、その他木質燃料は 19.6％ 

出所：Financial Incentive Schemes for BioHeat（欧州バイオマス協会（AEBIOM）、2006年） 

 

④ 木質ペレット規格 
 木質ペレットの燃料規格として、オーストリア（ÖNORM M 7135）やスウェー
デン（SS 18 71 20）、ドイツ（DIN 51731）では独自の品質規格が定められている。
現在、欧州標準化委員会 TC355 で固形バイオ燃料規格を作成中であり、2006 年 2
月に EUとしての木質ペレットの暫定規格（CEN/TS 14961）が定められたところ
である。 
 
⑤ 木質固形燃料に関する技術開発 
 国際エネルギー機構（IEA）バイオエネルギー部会第 32部会では、木質固形燃料
を中心としてバイオマス燃焼や混燃技術に関する技術開発や普及促進に取り組んで

いる。 
 
開発テーマ：バイオマスの燃焼及び混燃技術 
実施主体 ：IEAバイオエネルギー部会第 32分科会（IEA Bioenergy Task 32） 
実施期間 ：2001～2006年度 
開発概要 ：短期におけるバイオマス燃焼技術の市場導入拡大及び長期における市

場競争力の確保のための燃焼技術の最適化を目的として、中小規模の

暖房及びコージェネレーション用の木質系バイオマス燃焼技術や石炭

ボイラーにおけるバイオマス混燃技術、効率的な木質ペレット等木質

固形燃料製造方法等の調査、開発を実施。 
【システム例：O2センサによる燃焼制御機能付き薪ストーブ】 
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３．バイオマスの高度利用に関する取組状況 
 
 バイオマスの高度利用に関する動向を以下に整理する。 
 
(1) 国際エネルギー機構（IEA）における取組 
国際エネルギー機構（IEA）バイオエネルギー部会第 33分科会では、バイオマス

を熱分解して得られるバイオ合成ガスから、バイオ水素や各種液体燃料を製造する

技術開発に取り組んでいる。 
 

開発テーマ：バイオマスガス化技術 
実施主体 ：IEAバイオエネルギー部会第 33分科会（IEA Bioenergy Task 33） 
実施期間 ：2001～2006年度 
開発概要 ：バイオマスの合成ガス化技術の商用化を目的として、技術開発や実証、

商品化を実施。合成ガスの発電・熱利用の他、バイオ水素や液体燃料

等のエコ燃料変換や、化学原料や肥料としての利用も含めた複合的利

用技術を開発。 
 

【システム例：バイオ合成ガスを中間材料とする燃料製造フロー】 
前処理 合成ガスの製造 合成ガスの精製 各種燃料の合成

FT合成油

メタノール

DME
噴流床ガス化炉

混合アルコール

水素

乾燥

バ
イ
オ
マ
ス

流動床
接触改質装置

急速熱分解

熱分解

濾過

改質

洗浄

微量物
除去

 
 



 

 2-30

(2) EUにおける取組 
 欧州委員会によって設置されたエコ燃料の専門検討機関であるBIOFRACによっ
て 2006年 3月に発表された「Biofuels in the European Union - A Vision for 2030 
and beyond」では、エコ燃料の需要拡大と新たなエコ燃料製造技術に対応するため
にバイオマス・リファイナリーに取り組むとしており、異なる種類のエコ燃料の複

合生産や副産物の生産によって、エコ燃料の経済性及び競争力の向上が図れると位

置づけている。 
同ビジョン草案のロードマップでは、2010年までにバイオマス・リファイナリー

の技術開発を行い、2010年～2020年の間に実証、2020年以降にバイオマス・リフ
ァイナリーの工場群の展開を図るものとしている。 

 

二次熱化学
装置

二次バイオ化学
装置

電力 and/or 熱
生産

素材
化学品
輸送用燃料
精製ガス
電力
熱

一次装置
(抽出・分離)

有機性廃棄物
エネルギー資源作物
水性バイオマス

一次
製品

電力 and/or 熱
R： 処理残さ
電力 and/or 熱

R： 処理残さ

R

R

R

R

R

糖プラットフォーム糖プラットフォーム

合成ガスプラットフォーム合成ガスプラットフォーム

（ガス化技術）

（発酵技術）

（オイルプラットフォーム、リグニンプラットフォーム（オイルプラットフォーム、リグニンプラットフォーム,,・・・）・・・）  
 出所：Biofuels in the European Union - A Vision for 2030 and beyond（BIOFRAC、2006年 3月） 

図 2-6 バイオ化学変換及び熱化学変換を統合したバイオマス・リファイナリーの例 
 
EUでは、第 6次フレームワーク・プログラム※の一環として、バイオマスからの

水素製造技術の実用化プロジェクトである“CHRISGAS”を実施している。 
※ EUの共同研究開発プログラム。市場導入前段階の技術の共同研究を複数の国の研究機関、大学、企業等

の参加で実施し、欧州委員会が助成金を交付。 
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事業名称  ：CHRISGAS（Clean Hydrogen-rich Synthesis Gas） 
事業開始時期：2004年 9月 1日 
事業期間  ：60カ月 
事業総予算 ：1,560万ユーロ（約 22億円（1ユーロ＝140円）） 
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ  ：Vaxjö University（ベクショー大学（スウェーデン）） 
参加事業者 ：8ヵ国 17企業・団体 
開発概要  ：バイオマスや廃棄物から水素リッチ合成ガスを製造し、水素や FT

軽油、メタノール、DME（ジメチルエーテル）に複合的に変換する
技術を開発。2008年からプラントを稼働する予定。 

 
【バイオマスからの各種燃料の製造フロー】 

バイオマス・廃棄物

天然ガス

気化

改質 合成ガス

FT軽油

水素

ｼﾞﾒﾁﾙｴｰﾃﾙ

ﾒﾀﾉｰﾙ
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(3)  米国における取組 
 米国では、連邦政府の「Biomass Research and Development Act 2000（バイオ
マス研究開発計画 2000）に基づき、バイオマスからの電力利用や燃料製造、化学材
料関連技術の実用化及び普及拡大に取り組んでいる。2003 年に開始された
「Biomass Program（バイオマスプログラム）」にもとづき、米国エネルギー省
（USDOE）と米国農務省（USDA）がバイオマス利用に関する技術開発を行って
おり、その中でバイオマスからバイオ電力や熱、エコ燃料、バイオ由来化学材料を

複合的に生産するバイオマス・リファイナリーの実用化に重点的に取り組んでいる。 
 DOEの技術開発では、バイオマスの加水分解・糖化技術に基づく糖プラットホー
ム（Sugar Platform）バイオマス・リファイナリーと、バイオマスの熱分解技術に
基づく熱化学プラットホーム (Thermochemical Platform) バイオマス・リファイ
ナリーの技術開発を実施している（図 2-7）。米国では 2020年までバイオマス・リ
ファイナリーの工場群を 10カ所整備するものとしている。 
 

繊維類の加水分解 Ｃ５・Ｃ６系糖分

澱粉／セルロース
の加水分解 グルコース

触媒作用

ガス化

発酵

合成ガス転換

コージェネレーション
（熱・電力）

雑草

殻物

農業副産物・
その他エネルギー
作物類

電力

蒸気

燃料

化学製品

中間材料

その他

 
出所：Industrial Bioproducts:. Today and Tomorrow（米国 DOE、2003年） 

図 2-7 米国のバイオマス・リファイナリーの概念例 
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Ⅲ 普及拡大に向けた論点整理 

１．熱利用エコ燃料に関する取組状況の評価 
 
(1) バイオガスに関する取組状況の評価 
 
① 国内の取組状況の評価 
○ バイオガスの生産・利用 
バイオガスの生産については、下水処理場やし尿処理場での汚泥の消化に伴うバ

イオガス、食品工場等における廃水処理や廃棄物処理プロセスから得られるバイオ

ガス、家畜ふん尿処理から得られるバイオガス、生ごみ処理によるバイオガスなど、

廃棄物系バイオマスを中心に行われている。 
しかし、多くの場合、バイオガスの生産は、汚泥の減容化や安定化等を目的とす

る処理に付随して行われており、バイオマスの熱利用を積極的に考慮したシステム

にはなっていない。 
その結果、比較的多量のバイオガスをエネルギー利用している下水処理場であっ

ても、全体からみると一部の施設しかバイオガスの利用を行っておらず、また、そ

の他の廃棄物系バイオマスについては、発生量のごく限られた一部しか利用されて

いない。 
 また、自家消費が主であるため、生産されたバイオガスすべてをエネルギー利用

できていない場合も多く、余剰ガスが焼却処理されているなど、熱利用という観点

からは、十分なシステムとはなっていない。 
 
○ バイオガスの高度利用 
コージェネレーションによる電力・熱の同時利用、精製バイオガスの都市ガス原

料利用や天然ガス自動車用燃料利用等の高度利用が、最近一部の施設で行われつつ

あるが、事例としては少なく、初期費用負担の制約等により必ずしも十分に導入さ

れていない。 
バイオガスコージェネレーションは、技術的には確立しているが、設置施設の電

力需要と熱需要のずれが大きい場合には、エネルギー効率が悪くなり採算性が悪化

する。その対策として、廃熱を利用する冷房／除湿等の機器の導入、相変化物質

（PCM）等による熱貯蔵／輸送設備の導入、発電電力の売電等が考えられるが、全
体としての経済性の確保が課題となる。 
バイオガスの原料・燃料としての利用は、高い品質の確保と、それに伴うコスト

増が課題となる。 
 
○バイオ合成ガスの利用 
熱分解ガス化処理や水熱ガス化処理によるバイオ合成ガスの利用についても、技

術開発により実用化が進みつつあるが、その導入にあたっては経済性の確保が課題

となる。 
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○ バイオガスによる発電電力の買取について 
バイオガスコージェネレーション等による発電電力の買取は、ほとんどの場合、

一般電気事業者が余剰電力として買い取っているため、新エネルギー等電力相当分

の価値を除くと売電価格は 2～4円/kWh程度となり、設備の運転費用さえ賄うこと
ができない場合が多い。したがって、現状では売電が可能であっても出力を落とし

たり運転停止させたりする場合があるなど、必ずしも現行の買取制度はバイオガス

の有効利用の促進につながっていない。 
 
② 海外の取組状況の評価 

EUでは RES-E指令に基づき、各国が再生可能エネルギー発電電力の買取の義務
化や買取価格の優遇を実施してコージェネレーションを含むバイオガスの発電利用

の拡大を図っている。EUにおけるバイオガスの生産量は最近 3年間で 7%増加して
おり、それぞれ全体の 3 割を占める英国とドイツでは、英国が 1.3 倍、ドイツが 2
倍と大きな伸びを示している。 

EU の一部の国では、オンサイトでの発電利用や熱源利用に加えて、精製バイオ
ガスの高度利用として、都市ガス直接注入や自動車燃料利用を本格的に実施してい

る。これらの国では精製バイオガスの規格や都市ガス網への接続要件を定めており、

バイオガスを高度利用するための制度が整備されている。 
 
(2) 木質固形燃料に関する取組状況の評価 
 
① 国内の取組状況の評価 
国内では主に製材所廃材を原料とするペレットを生産しており、2003年調査によ

る生産量は約 2,500tである。岩手県をはじめとして地方自治体による地域でのペレ
ット生産及び利用への取組が拡大しつつあるが、全体としての生産･利用量は限られ

ており、経済的に自立した持続的な生産及び利用を実現した事例は少ない。 
ペレットには、樹幹部を原料とするホワイトペレット、バーク（樹皮）を原料と

するバークペレット、樹幹部とバークが混ざった全木ペレットがあり、また、樹種

（針葉樹、広葉樹）によっても発熱量や灰の含有量が微妙に異なることから、一部

の地域では地場産のペレットに適合したストーブが開発されている。 
関連事業者やNPO等によって構成される非営利団体ペレットクラブが2005年に

ペレット燃料の自主規格を策定している。また、2004年から(財)日本燃焼機器検査
協会による燃料機器の認証制度が適用されている。 
これまでのところ、住宅や公共施設でのストーブ燃料としての小規模利用が中心

であり、一部では温水プールや温泉加温熱源用燃料としても利用されている。 
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② 海外の取組状況の評価 
北欧では住宅セントラルヒーティング用熱源としてペレットボイラーが普及、南

欧ではイタリアを中心にペレットストーブが近年普及している。地域によっては個

人住宅へのバルク配送が定着しており、安価な木質ペレットの購入が可能となって

いる。 
一部の国では木質ペレットに係る付加価値税を免除している。 
また、一部の国では木質ペレットの工業規格を策定している他、2006 年 2 月に

は欧州標準化委員会 TC355 で木質ペレットの暫定規格が策定され、規格化への取
組が進んでいる。 
 
(3) その他の熱利用エコ燃料に関する取組状況の評価 
 
① バイオエタノール（定置型燃焼機器用） 
 ボイラー等の燃焼機器におけるエタノールの利用については、環境省の技術開発

事業において、消防法に対応したエタノール－水混合燃料及び A重油との混合燃料
の物性を分析し、燃料として利用可能であることを確認している。また、小規模施

設で幅広く利用されている小型貫流ボイラおよび真空式温水ヒータについて混燃シ

ステムを実用化している。 
このシステムは、消防法の危険物規制に対応したエタノール－水混合燃料を実用

化しており、規制によって導入対象施設が限定されることがなく、また、エタノー

ル－水混合燃料を灯油や重油と混燃することで、排出ガス中の NOx 削減効果が得
られる。 
 しかしながら、今のところ、導入する経済的なメリットがなく、対応機器の販売

等も行われておらず、システムとして普及していない。 
 
② BDF（定置型燃焼機器用） 
 BDFは、灯油や重油の代替燃料として、あるいは灯油・重油と混合してボイラ等
の定置型燃焼機器での燃料利用が可能である。現にイタリアでは一部で一般家庭用

のボイラ燃料として利用されている。定置型燃焼機器の場合、自動車に比べて対応

できる燃料種類や品質の幅が広いことから、燃料品質や混合比率の面で自動車用燃

料より柔軟に対応できる可能性がある。 
国内では、まとまった量の廃食用油が発生する工場や宿泊施設等で、廃食用油を

直接重油に混合して燃料利用している事例がある。これらの事例においては、ボイ

ラ等の燃焼機器の規模が比較的大きく、廃食用油を混合利用するために施設側で前

処理設備の追加や燃料系統の追加・改造等を行っているが、廃食用油ではなく BDF
を用いれば、設備改造を行うことなくボイラ等での利用が可能となり、住宅を含め

て各種の小規模燃焼機器でも利用が可能になるとみられる。 
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(4) バイオマスの高度利用に関する取組状況の評価 
 複合的なエコ燃料生産・利用等によりバイオマスの利用効率を高める高度利用に

係る取組として、国内では、バイオマス等からの水素製造技術開発として、ウェッ

ト系バイオマスについてはメタン発酵、ドライ系バイオマスについては熱分解ガス

化による気体燃料回収並びに液体燃料化や水素転換への取組が進みつつある。 
また、木質バイオマスからのエタノール・水素・メタンのカスケード的製造技術、

木質バイオマスを炭化する過程で得られるバイオ合成ガスや炭化物吸着体を燃料電

池の水素源として活用する技術、バイオマスの燃焼廃熱を蓄熱体を用いて車両輸送

し別の場所で利用する技術等の様々な技術開発が行われており、バイオ水素や液体

燃料を含めた複合的なエコ燃料製造及びエネルギー回収の高効率化技術の実用化へ

の取組が進められている。 
これらの高度利用に向けた取組は、まだ緒に就いたばかりであり、地域に応じた

最適な熱利用システムを目指して、必要な技術開発や実証を急ぐ必要がある 
 
 欧米においては、バイオマスからのエコ燃料製造に加えて化学品や各種素材を複

合的に生産するバイオマス・リファイナリー技術を、中長期的に化石資源からバイ

オマスへ移行するための方策の中心と位置づけており、中長期的な戦略・計画の策

定や関連する技術開発が進められている。 
我が国においても、バイオマス・ニッポン総合戦略の中で、利用者の幅広いニー

ズに対応し、幅広い用途への利活用を実現するため、バイオマス・リファイナリー

の構築が有効と位置づけており、積極的に進めていく必要がある施策として位置づ

けている。 
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２．熱利用エコ燃料の導入量の目安 
 
(1) 導入量の目安の考え方 
 

① バイオマスの区分 
熱利用エコ燃料の原料となるバイオマスは、家畜ふん尿、食品廃棄物、下水汚泥、

し尿・浄化槽汚泥、廃木材等の廃棄物として発生するバイオマス（以下「廃棄物系

バイオマス」という。）と、農業残渣、林地残材等の有効利用の進んでいないバイオ

マス（以下「未利用バイオマス」という。）に大別される。 
廃棄物系バイオマスは、その大半が廃棄物として何らかの処理が行われており、

すでに収集等のシステムが存在しているため、有効利用が比較的進んでいる。また、

家畜ふん尿、食品廃棄物、下水汚泥等のメタン発酵によるバイオガスの回収に適し

た性状のものも多い。 
 一方、未利用バイオマスは、収集等のシステムがなく、有効利用を図るためには、

まずこれを集めるシステムから考慮する必要があり、有効利用が困難な場合が多い。

また、農業残渣、林地残材等の草木系のものが多く、直接燃焼か熱分解によるバイ

オ合成ガスの回収、あるいはバイオエタノール製造等の熱利用の原料に活用できる

ものが多い。 
 
② バイオマスの賦存量と利用率の考え方 
主なバイオマスの発生量と現状での利用率については、図 2-8に示すとおりであ

る。 

家畜排せつ物

食品廃棄物

製材工場等残材

建設発生木材

下水汚泥

林地残材

農作物非食用部

約８，９００万トン

約２，２００万トン

約５００万トン

約４６０万トン

約７，５００万トン

約３７０万トン

約１，３００万トン

たい肥等での利用 約９０％
未利用 約１０％

肥飼料利用 約２０％
未利用 約８０％

エネルギー・たい肥利用 約９０％
未利用 約１０％

製紙原料、家畜敷料等への利用 約６０％

未利用 約４０％

建築資材・たい肥利用 約６４％ 未利用 約３６％

ほとんど未利用

たい肥、飼料、家畜敷料等への利用 約３０％

未利用 約７０％

 
出所：農林水産省調べ 

図 2-8 主なバイオマスの発生量と利用状況 
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また、これらのバイオマスの発生量及び賦存量、利用率（熱利用以外も含む）の

現状を整理すると表 2-7に示すようになる。 
 

表 2-7 バイオマスの賦存量及び利用率の現状（2005年度） 
    発生量 賦存量*1 炭素換算量*2 利用率 

   [湿重量万ｔ] [原油換算万 kL] [万 tC]  

廃棄物系 家畜ふん尿 約 8,900 約 600 約 530 約 90% 

バイオマス*3 食品廃棄物 約 2,200 約 100 約 90 約 20% 

  紙 約 3,600 約 1,400 約 1,300 約 60% 

  黒液 約 7,000 約 470 約 470 約 100% 

  下水汚泥 約 7,500 約 100 約 80 約 60% 

  製材工場等残材 約 500 約 230 約 220 約 90% 

  建設発生木材 約 460 約 210 約 200 約 60% 

  小計*4 約 30,200 約 3,110 約 2,890 約 7 割 

未利用 林地残材 約 370 約 170 約 160 ほとんどない

バイオマス 農作物非食用部 約 1,300 約 490 約 470 約 30% 

  小計*4 約 1,700 約 660 約 630 約 2 割 

合計*4   約 31,900 約 3,770 約 3,520 － 

*1 バイオマスの保有するエネルギー量 
*2 バイオマスに含まれる炭素（C）の重量 
*3 表中のバイオマス以外にも、し尿汚泥や農業排水汚泥等が発生しているが、発生量や利用率等の詳細 
が把握されていないため除外している。 

*4 四捨五入により、合計欄の数値と内訳の計が一致しない場合がある。 
出所：農林水産省資料等に基づく環境省計算値 

 

バイオマス・ニッポン総合戦略においては、これらを踏まえて、バイオマスの賦

存量と有効利用の 2010 年目標を次のように定めている。ただし、バイオマスの種
類毎の賦存量と利用率の内訳は示されておらず、有効利用のうち熱利用の具体的な

目標も定められていないため、以下の検討においては、2010年度の全体の利用率で
ある廃棄物系バイオマス 80％以上、未利用バイオマス 25％以上という数字のみを
利用することとする。 

・ 廃棄物系バイオマス：年間の賦存量は、湿重量約 32,700万 t、乾燥重量約 7,600
万 t、エネルギー換算約 1,270PJ（原油換算約 3,280万 KL）、炭素量換算約 3,050
万 t。2010年度において炭素量換算で 80％以上を利活用。 

・ 未利用バイオマス：年間の賦存量は、湿重量約 1,700万 t、乾燥重量約 1,500万
t、エネルギー換算約 260PJ（原油換算約 660 万 KL）、炭素量換算約 640 万 t。
炭素量換算で 2010年度において 25％以上を利活用。 
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③ エコ燃料への変換技術の考え方 
それぞれのバイオマスについて、短期的に適用が想定される変換技術とその場合

に賦存量のうちエコ燃料へ変換し得る熱量（エコ燃料変換可能量）は次のように考

えることとする。 
・ 含水量の多い湿潤系（ウェット系）バイオマスについては、メタン発酵して得ら

れるバイオガスの有する熱量を計上。 
→該当するバイオマス：家畜ふん尿、食品廃棄物、下水汚泥、紙の一部（一般廃

棄物として処理されている分） 
・ 含水量の少ない乾燥系（ドライ系）バイオマスについて、直接燃焼するものとし

て保有する熱量を計上 
→該当するバイオマス：黒液、製材工場等残材、建設発生木材、林地残材、農作

物非食用部 
 
④ 導入量の目安の考え方 
上記の整理を踏まえて、熱利用エコ燃料の導入量の目安について、2010年度を目

途とする短期的な導入量の目安と、2030年頃を目途とする中長期的な導入量の目安
の２つについて、次のような考え方で検討を行った。 
・ 各種バイオマスの発生量から、それぞれが有する熱量としての賦存量(原油換算)
を推計 

・ ③の考え方に従い、バイオマスの性状に応じ既存技術を用いてエコ燃料に変換す

る場合の変換量を設定し、エコ燃料変換可能量(原油換算量)を推計 
・ 推計した熱量から、京都議定書目標達成計画のバイオマス熱利用の 2010年目標
である原油換算 308 万 kL（別途検討の輸送用を除くと 258万 kL）の達成に必
要な熱利用の利用率を短期的な導入量の目安として算定 

・ 中長期的には、バイオマスの発生量のうちどの程度までの熱利用を目標とするこ

とができるかを考慮して、熱利用の利用率を設定し、導入量の目安を推計 
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(2) 短期的な導入量の目安 
先に述べたとおり、2010年度のバイオマスの種類毎の発生量の内訳は不明である

ので、表 2-7で整理した 2005年度のバイオマス発生量の内訳が 2010年度も同じで
あると仮定すると、2010年度のバイオマスエネルギーの賦存量は、京都議定書目標
達成計画上別途目標が設定されている黒液を除くと、全体で原油換算約 3,300万 kL
となる（表 2-8）。 
表 2-8に示すように、その全量を既存技術でエコ燃料に変換したと仮定すると、

変換率 73％に相当する約 2,470万 kLのエコ燃料変換可能量となり、うち廃棄物系
バイオマスを原料とするものが約 1,930万 kL（変換率約 73％）、未利用バイオマス
を原料とするものが約 540万 kL（変換率約 82％）となる。 
推計の詳細を別添 1に示す。 

 
表 2-8 バイオマス賦存量とエコ燃料変換可能量    

  
  

バイオマス 

発生量*1 

バイオマス 

賦存量*1 エコ燃料の種類 

エコ燃料変換 

可能量*2 

エコ燃料 

変換率*3 

   [湿重量万ｔ] [原油換算万kL]  [原油換算万kL]   

廃棄物系 家畜ふん尿 約 8,900 約 600 メタンガス 約 250 約 42% 

バイオマス 食品廃棄物 約 2,200 約 100 メタンガス 約 70 約 70% 

    直接燃焼（dry系） 約 740 約 95%*4 

  紙 約 3,600 約 1,400 メタンガス（wet 系） 約 440 約 71%*5 

     （小計） 約 1,180 約 84% 

  下水汚泥 約 7,500 約 100 メタンガス 約 40 約 40% 

  製材工場等残材 約 500 約 230 直接燃焼 約 200 約 87% 

  建設発生木材 約 460 約 210 直接燃焼 約 190 約 90% 

  小計*6 約 23,200 約 2,640 － 約 1,930 約 73% 

未利用 林地残材 約 370 約 170 直接燃焼 約 150 約 88% 

バイオマス 農作物非食用部 約 1,300 約 490 直接燃焼 約 390 約 80% 

  小計*6 約 1,700 約 660 － 約 540 約 82% 

合計*6   約 24,800 約 3,300 － 約 2,470 約 75% 

*1 現状のバイオマス発生量及び賦存量の数字（表 2-7）を使用。 

*2 賦存量のうち既存技術によって回収可能なエネルギー量、推計の詳細を別添１に示す。 
*3バイオマスの有する熱量のうち、変換後のバイオガス等のエコ燃料が有する熱量の割合をいう。 
*4 発生量のうち、回収利用分約 2,000万 t分の賦存量約 780原油換算万 kLに対する変換率 
*5発生量のうち、回収利用分を除く約 1,600万 t分の賦存量約 620原油換算万 kLに対する変換率 
*6 四捨五入により、合計欄の数値と内訳の計が一致しない場合がある。 
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現状の熱利用実績は、2003 年度で原油換算 79 万 kL※程度であり、これを 2010
年度には、3 倍以上に相当する 258 万 kL に引き上げることが必要となるが、これ
らの実績及び目標の数字は、いずれも廃棄物系バイオマスと未利用バイオマスの別

を含めて、その内訳が不明である。 
廃棄物系バイオマスの賦存量（原油換算約 2,640 万 kL）は、未利用バイオマス

の賦存量（原油換算約 660 万 kL）の約 4 倍あり、さらに、有効利用されている利
用率も 3倍以上（現状で廃棄物系バイオマス約 7割、未利用バイオマス約 2割、バ
イオマス・ニッポン総合戦略の 2010 年度目標でそれぞれ 80％、25％）あるため、
有効利用されるバイオマスを熱量でみると、9割以上が廃棄物系バイオマスとなる。 
このことを考慮して、短期的には廃棄物系バイオマスの熱利用により、目標全体

を達成すると仮定して、目標とすべき熱利用の利用率を推計することとする。 
※ 経済産業省資料による実績 

 
 廃棄物系バイオマスの賦存量約 2,640万 kLに対して、2010年度における利用率
80％（バイオマス・ニッポン総合戦略の目標）と、エコ燃料の変換率 7 割※を用い

て、258 万 kL の目標達成に必要な熱利用の利用率を算定すると、約 17％（2010
年度目標）となる。同様に、現状の利用率約 7割、熱利用 79万 kLから、熱利用の
利用率を算定すると 6％（現状）となる。 
※ 既存技術の変換率（表 2-8の 73％）を参考に設定 

 
 したがって、現状では、有効利用されている廃棄物系バイオマスのうち 6％程度
が熱利用されていると推定されるが、これを 17％程度まで引き上げることが必要と
の結果となる。 
バイオマス・ニッポン総合戦略では、熱利用以外も含めて廃棄物系バイオマスの

利用率全体を 10％程度引き上げる目標であることを考慮すると、今後の利用率の向
上は相当程度熱利用によることが必要であり、2010年度に向けて今後熱利用を大幅
に加速するような大胆な政策転換が必要と言える。 
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(3) 中長期的な導入量の目安 
 中長期的（～2030年）には、廃棄物系バイオマスはすべて何らかの形で有効利用
されていると想定して、利用率を 100％とし、そのうち半分の約 50％をエコ燃料と
して熱利用することを目標に導入量を推計する。なお、2030年度のバイオマスの発
生量は、2005年度の数字と同じであると仮定。 
 未利用バイオマスについては、2010 年度目標の倍、全体の 50％の利用率を中長
期的な目標として想定し、熱利用に適した木質系のバイオマスが多いことから、そ

のうち約 8割程度※をエコ燃料として熱利用することを目標に導入量を推計する。 
※ 次の点を踏まえてエコ燃料全体として約 8割の変換率を目標として設定。 
・ ドライ系バイオマスでは直接燃焼して温水や蒸気として熱回収を行うのが最も変換率が高

くなる（8割から 9割程度）が、回収されたエネルギーの用途は限定され、可搬性や貯蔵安
定性にも乏しい。 

・ ウェット系バイオマスについては、バイオマスの性状によるが、現行の湿式メタン発酵技

術だけでは変換率は 4割から 7割程度に留まる。 
・ 他方、現在の技術開発が進められている熱分解ガス化技術の開発目標は冷ガス効率 75～

80％（原料の保有する発熱量に対する合成ガスの発熱量の比率）に設定されているものが
ある。 

・ エネルギーとしての汎用性や可搬性、貯蔵安定性等の燃料としての質を高めつつ量の確保

を図る観点から、メタン発酵や熱分解ガス化等の高効率化、カスケード的な燃料製造技術

の普及等により、高効率かつ高品位なエコ燃料製造の実現を図るものとし、輸送用エコ燃

料やバイオ水素等による利用も含めて、エコ燃料全体として変換率 80％を目指す。 
 
 推計の結果、表 2-9に示すように、長期的な導入量の目安としては、バイオマス
賦存量全体の約 4 割に相当する量となり、2010 年度の輸送用燃料を含むバイオマ
ス熱利用の導入目標 308万 kLの約 4倍の約 1,260万 kLに達する。推計の詳細を
別添１に示す。 
 ただし、これらの数字は、現時点で中長期的に導入可能なエコ燃料の量を大まか

に把握するため、廃棄物系バイオマスと未利用バイオマスの二つの区分について、

大まかな仮定を置いて参考値として試算したものであり、バイオマスの種類毎の導

入量の算定を含め今後さらに精査がなされるべきものである。 
 
表 2-9 中長期的な導入量の目安（参考値） 

（単位：原油換算万 kL） 

  
バイオマス

賦存量 

バイオマス 

利用率 

熱利用

比率 

エコ燃料

変換率

エコ燃料

変換量 

廃棄物系バイオマス 約 2,640 100% 50% 80% 約 1,050 

未利用バイオマス 約 660 50% 80% 80% 約 210 

合計 約 3,300 － － － 約 1,260 



 

 2-43

３．熱利用エコ燃料の導入にあたっての課題 
 
(1) 普及に向けての全般的な課題 
 
① システムの最適化に向けた技術開発・地域実証の推進 
 廃棄物系バイオマスについては、減容化や安定化等を目的とした処理に付随した

形で熱利用が行われており、バイオマスの持つ熱エネルギーをできるだけ活用する

という観点からは、必ずしも十分な考慮がなされておらず、最適なシステムとなっ

ていない。 
その結果、現状における熱利用は極めて限られた範囲でしか行われておらず、ま

た、熱利用が行われている場合でも、エネルギー利用効率等の質的な面で十分な水

準の熱利用とは言えない場合が少なくない。 
バイオマス熱利用システムの最適化には、原料の収集運搬から燃料への変換、さ

らには高度利用や残さの適正処理まで、広範な技術の検討が必要であり、またそれ

ぞれの地域特性に応じた持続可能なシステムを構築していく必要があるが、関連す

る各種要素技術の開発とこれらを組み合わせた地域システムの実証に関する取組は、

これまで体系的に行われてきていない。 
したがって、バイオマス熱利用の大幅な拡大に向けては、まず、バイオマスの種

類や、それぞれの地域の特徴に応じた、最適なシステムを構築していくことが必要

であり、これを実現するための、各種要素技術の一層の開発促進と、これらの組み

合わせによる地域の最適システムを確立するための実証の推進が極めて重要な課題

である。 
 

② 高度利用における温暖化対策としての有効性 
 エコ燃料はカーボンニュートラルな燃料であるが、エコ燃料を供給する過程にお

いて原料収集・輸送から燃料変換時に化石燃料を含むエネルギー投入を要すること

から、ライフサイクル全体での温室効果ガス（ライフサイクル GHG）の削減効果
が得られることが温暖化対策として導入する前提となる。 
 エコ燃料の利用形態としては、同一の原料であっても直接燃焼による熱利用から

発電利用、液体燃料化や水素製造まで多様な利用が可能な場合があり、燃料として

の汎用性や可搬性、貯蔵安定性等を総合的に考慮して、発電や液体燃料化等の高度

利用が望ましい場合が考えられる。しかし、このような場合、高度利用のための処

理プロセスの増加や複雑化等によってエネルギー投入量が増えたり、バイオマスか

ら取り出せるエネルギー量が減少したりする可能性もあるため、ライフサイクル

GHGの削減効果について確認しておくことが重要である。 
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③ バイオマスの熱利用の大幅な拡大 
○ 廃棄物系バイオマス 
 バイオマスの熱利用は、現状の有効利用全体の中では極めてわずかであり、当面

のバイオマス熱利用の目標達成には、大幅な熱利用の拡大が必要である。 
そのためには、上記①のシステムの最適化に向けた技術開発・地域実証を十分に

念頭に置いて、既に収集運搬・処理体制が整備されている廃棄物系バイオマスの活

用に優先的に取り組む必要がある。 
 廃棄物系バイオマスの中には、既に量的には相当程度有効利用されているものも

あるが、例えば堆肥利用について地域によっては需給の不均衡のため供給過多とな

っている等、質的には必ずしも有効利用されているとは言えない場合がある。した

がって、現在マテリアル利用されているものについても、当該バイオマス製品に対

する需給バランスや化石資源代替効果、地域的な事情等を総合的に考慮して、熱利

用がより有効な場合には転用してバイオマス全体としての利用の効率化を図ること

も重要である。 
 また、現状の収集運搬・処理体制について、熱利用に適した質的向上を図るため、

分別収集の実施や選別技術の開発・導入などを図る必要がある。 
 
○ 未利用バイオマス 
 一方、林地残材や農業残さ等の未利用バイオマスは、広く薄く発生しており、建

設発生木材や製材所等残材と比較するとドライ系バイオマスとしては水分含有量が

多く比重も小さいため収集には不利であり、収集に要する費用や労力、発生量の季

節変動等による貯蔵保管等の問題により、現状では有効利用されているものはごく

一部に限られている。また、休耕等により有効利用されていない農地におけるエネ

ルギー資源作物の栽培は、可能性として相当あるものと見込まれるが、現状ではほ

とんど行われていない。 
しかしながら、これらのバイオマスは未利用、あるいは潜在的な賦存量が比較的

大きく、エコ燃料の供給量の拡大、農業や林業の副次生産物のカスケード利用・循

環的利用の観点から、長期的視野に立って有効利用を進めていく必要がある。特に

林地残材等の森林バイオマスの持続的な利用は森林機能の維持保全にも貢献するも

のとして積極的に取り組む必要がある。その際には、持続的な利用が可能となるよ

うな地産地消の取組が重要である。 
 
④ バイオマスの性状に応じた適切なシステムの導入 
熱利用の観点からみると、バイオマスは湿潤系（ウェット系）バイオマスと乾燥

系（ドライ系）バイオマスに大別されるが、現状では、例えば生ごみ等のウェット

系バイオマスについても直接焼却による熱回収が行われており、バイオマスが保有

するエネルギーを有効に利用できていない状況にある。 
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また、下水汚泥やし尿・浄化槽汚泥等のウェット系バイオマスについても、廃棄

物としての衛生的な処理・埋立のための減容化・安定化を念頭に、一定レベルに脱

水しての焼却、スラグ化が行われてきており、熱利用を十分に考慮した最適なシス

テムは確立されていない状況にある。外部熱源による乾燥工程を有することもあり、

そのような場合には、エネルギー及び温室効果ガスの観点からも問題は多いといえ

る。 
したがって、それぞれのバイオマスの性状や地域のエネルギー需要の特性に応じ

て、できるだけ高効率にエネルギーを取り出し利用することを考慮して、適切な技

術を用いたシステムを検討し、構築していくことが必要である。 
さらに、将来的には、バイオマスの利用効率や付加価値をより一層高めるために、

複数の種類のエコ燃料を合わせて生産する高度利用の他、バイオマス由来化学品等

を複合的に生産するバイオマス・リファイナリーの検討など、より高度な利用を進

めていく必要がある。 
  
⑤ 広域的収集／オンサイト利用の別を考慮した取組 
バイオマスの種類や地域の状況に応じて、広域的な収集・利用が適切な場合と、

発生源あるいはその近傍におけるオンサイト利用が適切な場合とがある。 
前者の場合には、既存の収集システムを極力活用し、スケールメリットを活かし

た広域の拠点的な取組とすることが有効であり、後者については、発生源近傍にお

いて、利用側のエネルギー需要と整合した熱利用のシステムを導入する必要がある。 
なお、これらの利用に際しては、熱やガスのオフライン輸送の適用可能性につい

ても考慮する必要がある。 
 
⑥ 我が国に適したエネルギー供給・利用システムの普及 
バイオガスや木質固形燃料の利用が進んでいる欧州では、暖房を中心として温熱

需要が大きく、地域熱供給網やセントラル空調システム等、温熱供給に適したイン

フラやエネルギー供給設備が普及しており、熱利用エコ燃料の安定的利用を支える

要因となっている。 
一方、我が国では、北海道や東北地方等の一部を除き、温熱需要は小さい上に季

節変動が大きく、空調等の熱供給システムも個別分散型の設備機器が主流となって

いるため、熱利用に関しては条件面での制約が大きい。 
 そのため、供給面では、小規模かつ高効率なコージェネレーションの導入等によ

り、エネルギー利用効率を高めて汎用性の高い電力を熱と同時に供給することが有

効であり、利用面では、夏季においてもバイオマス由来の温熱利用が可能な冷房／

除湿設備機器の実用化及び普及が有効である。 
 将来的には、分散型エネルギーシステムとして燃料電池の普及が見込まれること

から、効率的に水素製造を行うことにより燃料電池の水素源として活用を図ること

も重要である。燃料電池についても廃熱の冷房／除湿利用がエネルギー利用効率の

向上を図る上で重要である。 
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(2) 各エコ燃料に係る普及に向けての課題 
 前述の全般的な課題に加え、ここでは、エコ燃料の種類に応じた普及に向けての

課題を整理する。 
 
① バイオガスの普及に向けての課題 
○ バイオガス利用の拡大 
下水処理場や食品工場等の既にメタン発酵を行っている施設においては、発酵そ

のものの高効率化を図るとともに、バイオガス利用の高度化を図るため、バイオガ

スを利用したコージェネレーションの普及拡大が必要である。これらの施設におい

ては、メタン発酵槽や加温用ボイラの更新に合わせたコージェネレーションシステ

ムの導入が有効と考えられる。 
 
余剰バイオガスが発生している処理施設については、都市ガス原料や自動車用燃

料としての場外利用も有効と考えられる。バイオガスを生成して都市ガス原料とす

るためには、処理施設と都市ガス工場の距離が近く、原料としての品質や圧力、量

等の要件を満たす必要がある。処理施設近傍に都市ガス工場が立地していない場合

には、欧州の一部で行われているように生成ガスをガス導管へ直接注入する方法が

あるが、圧力、量等の要件を満たすとともに、都市ガスに十分に混合しない場合で

も利用可能なように高度な精製や熱量調整、付臭等の対応も含む品質管理が必要で

あり、海外の事例でも必要な対応が行われた上で導入が進められている。 
 
生ごみは既に一般廃棄物として収集されていることから、分別収集への移行や選

別システムの導入等を行うとともに、清掃工場等に高効率のメタン発酵設備を整備

してバイオガス製造を行うことが有効と考えられる。特に、更新期を迎えている清

掃工場において、設備の更新と併せて計画的な導入を図ることが望ましい。 
 
現在、バイオガス利用の行われていない食品工場や家畜ふん尿等を扱う比較的規

模の小さな事業場においては、小規模バイオガスコージェネレーションシステムの

普及拡大が必要である。そのためには、冷房・除湿機器との組み合わせによる排熱

利用用途の多様化や、ガス貯蔵設備の省スペース化が可能な吸着式貯蔵システムの

商品化、オンサイトエネルギーサービスとしてのビジネスモデルの開発が有効と考

えられる。 
 
○ バイオ合成ガス利用の拡大 
現在、実用化が進みつつある熱分解／水熱ガス化処理等のシステムについて、早

期の導入と普及拡大が望まれる。公共施設等でのモデル事業の展開や、大規模シス

テム向けのPFI事業や小規模システムを対象としたオンサイトビジネスサービス等
のビジネスモデルの開発が有効と考えられる。 
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下水汚泥等については、発生源である処理場から集中的に発生しており、量も多

く比較的性状が安定していることから、効率的にバイオ合成ガスが製造できる可能

性があると考えられる。特に現状ではメタン発酵処理後の脱水汚泥には、埋立ある

いは焼却処分されている場合も多いことから、バイオ合成ガスの原料として有効利

用の拡大を図ることが有効であると考えられる。 
 
バイオ合成ガスについてもコージェネレーションでの利用が可能であり、特に小

規模システムについては、冷房・除湿機器等との組み合わせによる排熱利用用途の

多様化が求められる。 
また、バイオ合成ガスの主成分には一酸化炭素（CO）や水素（H2）が含まれて

おり、BTLやバイオ水素の原料として利用できる可能性がある。将来的に軽油混合
利用が可能な液体燃料や燃料電池に供給される水素として利用できれば、導入可能

性が広がるものと考えられる。 
 
○ メタン発酵処理残さの有効利用 
現在、バイオガス製造技術として主流となっている湿式メタン発酵技術では、メ

タン発酵後に消化液が発生する。 
欧州では消化液の牧草地をはじめとする農地への直接還元が主流となっているが、

我が国では処理施設近傍で農地を確保できる地域は限定される。また、液肥の施肥

基準等は現時点では整備されておらず、一般的な利用が困難な状況にある。バイオ

マスのカスケード利用の促進並びに副産物販売収益による経済性向上の観点から、

消化液の利用技術の向上が望まれる。 
都市部等の地域において液肥としての直接農地還元が行えない場合は、消化液を

適正に処理する必要があり、その際には下水処理施設やし尿処理施設等の既存シス

テムの活用が重要と考えられる。 
 
湿式メタン発酵技術に比べて処理残さの発生量の少ない乾式メタン発酵技術につ

いて、現在実用化が進みつつあり、その技術の導入と普及拡大も有効と考えられる。 
熱分解／水熱ガス化処理等の技術は、メタン発酵処理残さの処理技術として既存

メタン発酵処理システムへの組み込みも可能であることから、処理残さ対策として

有効と考えられる。 
 
○ 経済性の向上 
バイオガスの利用は、現状では売電価格が低いために売電しても経済的なメリッ

トがなく、大半が施設内利用にとどまっており、十分な有効利用がなされていない。

その有効利用を促進するためには、EU の例を参考に小規模バイオガスコージェネ
レーションからの発電電力の買取を優遇するなど、他者への供給が経済的に見合う

仕組みを導入することが効果的と考えられる。 
また、初期の設備投資費用負担の軽減のため、バイオガス分野においても ESCO

方式やオンサイトエネルギーサービス方式による導入拡大が必要と考えられる。 
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② 木質固形燃料の普及に向けての課題 
木質ペレットは、他の木質固形燃料に比べてハンドリング性に優れ、運搬や貯蔵

が比較的容易であるため、一般住宅を含め広く利用が可能である。ただし、石油燃

料と比べると体積当たりの熱量が低いことから、エネルギー収支や経済性の観点か

らみて長距離輸送には不向きであり、製造拠点を中心とする周辺地域での流通が適

するものと考えられる。 
現在国内で販売されている木質ペレットの価格は 25～60円/kg程度であり、灯油

や A重油より高い小売価格となる場合が多い。現状では、製材所廃材が主な原料で
あり発生源が限定されているため、性状のばらつきが比較的少なく収集コストも抑

えられているが、間伐材等の未利用材を利用する場合には更に収集・前処理コスト

が上乗せされより高い価格となる可能性が高い。 
 
ペレットストーブ等の専用燃焼機器は、石油暖房機器に比べて高価であり、ユー

ザーの初期費用負担が大きいため、公共施設への導入の拡大や新築住宅への組み込

み等による更なる需要拡大が必要である。また、従来の石油暖房機器等に比べて出

力の大きな機器が多く、地域の気候特性や熱需要規模に応じた機器導入が重要とな

る。 
基本的には暖房用燃料として利用されており、夏季には需要が少なくなるため、

年間を通じて安定的にペレットを消費できるよう、冷房機器（吸収式ヒートポンプ

やデシカント空調）等と組み合わせたシステムの普及が考えられる。 
 
木質ペレット製造に適した原料が確保しやすい地域においては、原料収集から燃

料流通網の整備、燃焼機器の導入拡大、普及啓発を含めて一体的に取り組む地産地

消型の普及拡大が有効と考えられる。 
特に、間伐材や林地残材等の森林バイオマスについては、熱利用の採算性だけで

なく森林資源の保全や活用の観点から、森林バイオマスの循環的利用の一環として

の価値も考慮して、事業性を検討することも必要と考えられる。 
 
③ その他の熱利用エコ燃料の普及に向けての課題 
○ バイオエタノール（定置型燃焼機器用） 
バイオエタノールの灯油・重油混燃システムは、技術開発事業において実用化済

みで、既販機器についても改造対応が可能である。今後は、対応機器の販売や機種

の拡充、既設機器改造サービスの事業化が必要である。 
また、重油・灯油混合用の「エタノール－水混合燃料」の製造・供給体制の確立

が必要であり、その際、自動車用バイオエタノール供給体制との連携が求められる。 
ただし、エタノールの場合も下記 BDF の場合と同様に、灯油や重油の代替とし

ては経済的に導入が困難であり、導入のための支援措置等が必要である。 
また、重油・灯油混合用エタノールはガソリン用バイオエタノールとは異なり、

油槽所等を介さずにエタノールが多様なルートで流通する可能性があるため、飲用

への転用防止方法の検討が必要である。 
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○ BDF（定置型燃焼機器用） 

BDFについては、自動車用の軽油代替としての利用が進められているが、定置型
燃焼機器では、灯油又は A重油の代替となる。灯油は 65～75円/L、A重油は 50～
60 円/L と軽油の 100～110 円/L と比べても更に安価であり、経済的には灯油・A
重油の代替燃料としての BDF 利用は困難と考えられ、導入のための支援措置等が
必要である。 
現状では、国内で利用されている廃食用油由来 BDF の利用は難しいが、輸送用

燃料の規格外で、ボイラ等での利用に問題ない範囲の品質の BDF を安価で調達で
きれば、導入拡大の可能性があると考えられる。 
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Ⅳ 熱利用エコ燃料の普及シナリオ 

１．普及シナリオの考え方 
 
(1) システムの最適化に向けた技術開発・地域実証の推進 
バイオマス熱利用の大幅な拡大には、各地域において、バイオマスの種類や、そ

れぞれの地域の特徴に応じた、最適な熱利用システムを構築していくことが必要で

あるが、そのための技術的な知見が十分でないため、まずは関連する各種要素技術

の一層の開発促進と、これらの組み合わせによる地域の最適システムを確立するた

めの実証を急ぎ進める必要がある。 
その際、2006 年 3 月に閣議決定された第 3 期科学技術基本計画において、重点

推進分野の一つである「環境分野」の分野別推進戦略により、特に「草木質系バイ

オマスエネルギー利用技術」及び「持続可能型地域バイオマス利用システム技術」

は、戦略重点科学技術として、今後 5か年間に集中投資すべき課題と位置づけられ
ており、バイオマス熱利用に係る技術開発等については、このことを踏まえた取組

の強化が必要である。 
また、技術開発等の推進にあたっては、開発の各段階において有望な技術の見極

めを適切に行い、必要に応じて技術開発計画を見直して技術開発等への投資の効率

化を図ることが重要である。 
 

(2) バイオマス熱利用の大幅な拡大 
2010年度の目標達成と、さらにはその後のエコ燃料の導入拡大に向けて、バイオ

マスのエネルギー利用の大幅な拡大を図る必要があり、当面は収集運搬・処理体制

が整備されている廃棄物系バイオマスの活用に優先的に取り組むことが有効である。 
その際、現在有効利用されていない廃棄物系バイオマスの新たな熱利用を図るこ

とに加えて、現在マテリアル利用されているものについても、熱利用が有効な場合

には積極的にエコ燃料の原料への転換を図ることが必要であり、熱利用という視点

から、現状の廃棄物系バイオマスの処理及び利用の体系全体を見直すことが重要で

ある。 
その一環として、バイオマスの広域的な収集拠点となる清掃工場や下水処理場等

の廃棄物処理施設を、バイオマスを効率的にエネルギー変換・供給するエネルギー

センターと位置づけて、エネルギー利用に適した廃棄物処理システムへの移行を図

ることが適当と考えられる。 
 
林地残材や農業残さ等の未利用バイオマスについては、現状ではこれを持続的に

利用するための効率的な収集システムがなく、その確立に取り組む必要がある。 
そのためには、まず適切な森林経営による持続的な木材利用が成立していること

が重要な前提であり、その健全な森林経営に付随する形で収集システムを構築する

ことが必要となる。 
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また、農業政策との連携による休耕田でのエネルギー資源作物の栽培や、林業政

策との連携による里山林での短伐期樹種の植林利用も、供給量の拡大を図る上で重

要となる。 
加えて、輸送距離が長いと、経済性の問題が生じるため、できるだけ産地に近い

場所での回収・熱利用を図ることが必要であり、それを可能とするような技術開発

が重要である。 
 
(3) バイオマスの性状に応じた適切なシステムの導入 
 
① 総論 
 バイオマスの熱利用にあたっては、バイオマスの保有するエネルギーを可能な限

り取り出して高効率に利用することが重要であり、バイオマスの性状やエネルギー

需要の特性等に応じた適切なシステムの導入に取り組む必要がある。 
 バイオマスからの熱回収手法については、バイオマス中の含水分によって大きく

ウェット系バイオマス向けの技術とドライ系バイオマス向けの技術に分かれ、それ

ぞれの分野においてシステムの最適化やより高効率な技術の開発に取り組む必要が

ある。 
システムの最適化については、地域条件や利用条件によって様々な形態が考えら

れ、また今後の技術開発に負うところも多いので、技術開発・実証を進めながら、

具体の地域モデルの成功事例を作り、地域特有の技術と一般展開可能な技術を見極

めていく取組が重要である。 
あわせて、技術面に加えて経済面や制度面も含めて普及阻害要因を抽出整理し、

地域に適したシステム整備・運用への反映を図る必要がある。 
 
② ウェット系バイオマス 
 ウェット系バイオマスの直接的な燃焼や熱分解による熱利用は、水分が多いため

エネルギー的に成立しない。そのため、燃焼等の前にいかに効率的に脱水等による

水分の除去ができるかが重要となる。 
メタン発酵によるバイオガスの回収は、結果的に高含水率のバイオマスの形態か

ら様々な用途に利用可能なガスを得ることができ、かつ廃棄物の性状によってはよ

り脱水しやすいものに変える効果がある場合もあることから、熱利用としてはまず

バイオガスの回収を基本に据えることが適当と考えられる。 
その際、焼却による蒸気や発電等のエネルギー回収と比較して、バイオガスはあ

る程度貯留が可能であるところに大きな特徴があり、これを活かしてより安定した

エネルギー供給に寄与することができるエコ燃料であることに留意する必要がある。 
また、技術開発により実用化／商用化段階に達しつつある水熱ガス化処理技術に

ついては、高温高圧化で亜臨界状態又は超臨界状態にある水を利用してバイオマス

を分解するため、バイオマスの含水分に影響されずエネルギー回収が可能となるこ

とから、分解に要するエネルギー効率の向上を前提として、熱利用技術としての導

入が期待される。 
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バイオガスの回収については、より高効率なメタン発酵の手法（例：高温可溶化、

アンモニア回収）が開発されつつあり、また、一般廃棄物中の紙ごみを生ごみに添

加することで、生ごみのＣ／Ｎ比が改善し、メタンの収率が大幅に向上するとの調

査結果※もあることから、関連する研究開発や実証を進め、バイオガス回収の高効

率化を図ることが重要である。さらに、将来的には相当な普及拡大が見込まれる燃

料電池における利用を念頭に置いて、メタンに加えて水素の回収について研究開

発・実証を進める取組も重要である。 
一般廃棄物中の紙ごみは生ごみと併せて収集されるため、その過程で水分を多く

含むことになり、焼却による熱回収では、紙ごみの潜在的なエネルギーを十分回収

できない。しかしながら、水分の多い紙ごみを選別除去して生ごみと併せてバイオ

ガス回収を行うことで、焼却されるごみ（プラスチック類や水分の少ない紙ごみ）

は、より高効率での熱回収が可能となる一方で、バイオガスの回収も収率が上がり、

熱利用の観点からバランスの取れた効率的なシステムになることが期待され、早期

の具体化が望まれる。 
※ 第 2編Ⅰの「４．バイオマスの高度利用に関する取組状況」における京都市の事例「都

市ごみ・廃グリセリンから水素ガスを生成するための要素技術開発」の一環として実施

された京都市バイオガス化技術実証研究プラントにおける調査結果による。 
 
バイオガスの回収後、発酵残さの効率的な脱水を行い、熱分解／水熱ガス化処理

等によりバイオマスの持つ熱量を使い尽くすことで、さらにエネルギーを回収する

ことが可能となる。 
ただし、このような熱利用技術についてはこれまで十分な研究開発・実証が行わ

れていないため、バイオマスの種類に応じて、その潜在的なエネルギーを最大限回

収・利用するための最適なシステムについての研究開発・実証が重要である。 
 
③ ドライ系バイオマス 
 ドライ系バイオマスの熱利用については、バイオ発酵の技術革新を図ることは重

要であるものの、固形燃料化を含む直接燃焼や熱分解等による熱利用を基本とする

ことが適当と考えられる。 
熱分解等による熱利用は、今後の技術開発に負う部分もあるが、バイオ合成ガス

の燃料利用から、炭化物の燃料利用、バイオ合成ガスからの液体燃料の合成、バイ

オ合成ガスを改質しての水素利用など様々な選択肢があり、利用側の状況に応じた

ハイブリッド利用を考慮することが可能となる。また、バイオガスからの燃料合成

では、BDF原料のメタノール合成に関する技術開発も行われており、輸送用エコ燃
料を支える取組としても有効と言える。 
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(4) 広域的収集／オンサイト利用の別を考慮した取組 
 
① 総論 
バイオマスの供給面からみると、広域的収集体制の活用が適切な場合にはスケー

ルメリットを活かした拠点的な取組を展開し、収集の効率が悪く既存の収集体制の

活用が困難な場合には、発生源又はその近傍においてオンサイト利用を行うことが

基本となる。 
 
② 広域的収集による利用 
既に広域的な収集運搬・処理体制が整備されている廃棄物系バイオマスについて

は、熱利用の大幅な拡大の観点からも、最大限エコ燃料の原料として活用を図る。 
家庭からの生ごみについては、熱利用のポテンシャルが大きく、ウェット系バイ

オマスとしてバイオガスの回収を進める必要があるが、市町村の清掃工場ではこれ

に対応する設備の導入はまだ少ないことから、今後の清掃工場における設備更新時

期に合わせた計画的な導入を展開していく必要がある。その際、2006 年 7 月に財
政・経済一体改革会議において決定された経済成長戦略大綱の工程表においても、

長期的（～2015年度）には「ごみ発電と比肩する廃棄物処理システムとして生ごみ
バイオガス化システムを確立し、普及を図る」ものと位置づけられていることから、

これを踏まえた積極的な導入を進める必要がある。 
下水処理場やし尿処理場については、既に発生しているバイオガスの利用を徹底

するとともに、汚泥の燃料ガス化や固形燃料化等を組み合わせたカスケード型高度

利用を促進することが有効である。 
製造したバイオガスは、コージェネレーション利用により電力及び熱を場内で利

用する他、場内で消費しきれない分は余剰電力の売電や精製バイオガスの場外利用

（都市ガス原料、天然ガス自動車燃料利用）を図るとともに、将来的には BTL 製
造等への活用も検討する。 
 
③ オンサイト／地域内での利用 
工場や大規模商業施設等において、バイオガスや木質固形燃料をコージェネレー

ション利用するオンサイト型エネルギー利用が既に実用化されているが、その普及

拡大のためには、システム効率の向上や設備コストの低減、小規模施設向けシステ

ムの開発等が必要である。 
さらに、設備のリース化・維持管理請負、オンサイト処理代行等により、オンサ

イトでのエネルギー供給と廃棄物処理を一体化したビジネスモデルを促進する取組

も有効と考えられる。 
 
地域における未利用バイオマスの収集体制の整備と併せて、オンサイト型バイオ

マス利用拠点を設けて燃料製造するとともに、供給量の拡大に応じてエコ燃料の流

通体制を拡大し、点的利用から面的利用へと拡大を図る取組も有効と考えられる。 
また、農業地域において家畜ふん尿や農業残さに加えて生ごみをメタン化して消
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化液や堆肥を農事利用する、あるいは林業地域において森林管理に伴い発生する間

伐材や製材工場から発生する廃材等からバイオ合成ガスや固形燃料を複合的に生産

する等、地域特性に応じた比較的小規模なシステムにより、地産地消型のエコ燃料

及び副生物の持続的利用を展開していくことが有効と考えられる。 
その際、設備導入だけでなく、資金調達や事業運営等のソフト面も含めて、地域

の関係者が積極的に関与するモデルを構築し、他の地域への応用展開を図る取組も

有効と考えられる。 
 
(5) バイオマスの高度利用 
 
① 総論 
マテリアル利用を含めてバイオマスをカスケード的に使い尽くすことは、エネル

ギー効率や資源の有効利用に加え、バイオマス利用の経済性を高める点で重要であ

る。 
また、移動体である自動車やエネルギー効率に優れる燃料電池へのエコ燃料の供

給は、化石燃料の代替効果を高めるとともに、エコ燃料の経済面での付加価値の向

上にもつながる。 
そのため、複数種類のエコ燃料のカスケード的製造技術や、バイオ合成ガス等か

らの BTL等の液体燃料合成技術、あるいは燃料電池向けの水素製造のための改質・
燃料製造技術の実用化に取り組む必要がある。 
さらには、オンサイトで利用できない廃熱やガスについては、オフラインの輸送

により利用するなどにより、総合的な利用効率を高めることも有効である。 
 ただし、高度利用の導入にあたっては、温暖化対策としての有効性について、ラ

イフサイクル GHGの削減効果が得られることを確認しておくことが必要である。 
 
② バイオマス由来の水素利用の促進 
今後、中長期的には、分散型エネルギーシステムとして定置型燃料電池の相当な

普及が見込まれることから、高度利用の一形態としてバイオ水素の利用が期待され

る。 
具体的には、バイオガス生産プラントの導入されている施設においてコージェネ

レーション設備として燃料電池を導入し、バイオガスをオンサイトで改質して利用

することが現実的である。一部の食品工場や下水処理場等では、バイオガスを利用

した燃料電池コージェネレーションが既に稼働していることから、より小規模なシ

ステムの開発により導入先の拡大が見込まれる。 
 
③ エコ燃料等の複合的な生産・利用 
バイオ合成ガスの高度利用の観点では、これを改質することにより、BTLやメタ

ノール、DME の他、各種化学素材を製造するハイブリッド利用技術の実用化・普
及が必要である。 
また、エコ燃料製造過程において製造された燃料の一部や副次生産物等を利用し
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て、電力や熱を供給してエネルギー利用効率を高めるシステムの実用化・普及も重

要である。 
さらに、将来的には、より進んだ高度利用として、複数種類のバイオマスを原料

利用しつつ、エコ燃料製造や電力・熱供給、化学素材等を一体的に生産するバイオ

マス・リファイナリーの技術開発を行い、地域特性に応じたシステムを構築し、地

域のバイオマス利活用拠点として展開していく取組も期待される。 
 

(6) 地域の特色に応じた総合的なシステムの構築 
熱利用エコ燃料に利用可能なバイオマスの種類は、地域によって様々であり、エ

コ燃料への変換に利用できるインフラや、エコ燃料を利用する側の施設も様々であ

る。したがって、上記(1)～(4)の考え方を踏まえ、中長期的な視点に立ってそれぞれ
の地域の特色に応じたエコ燃料の普及シナリオを考慮し、当面目標とすべき最適な

システムを具体的に明らかにした上で、必要な技術開発、実証等の取組を進めてい

くことが重要である。 
例えば、京都市においては、先に紹介したこれまでの技術開発等の取組を踏まえ

て、図 2-8に示すようなプロジェクトを検討しており、総合的なシステムの構築を
目指した具体的な事例として注目される（詳細は参考資料 4参照）。 
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図 2-8 京都バイオサイクルプロジェクトにおける実証事業の全体イメージ 
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２．普及目標 
 
短期的には、京都議定書目標達成計画上の目標である 2010年度原油換算 258万

kL／年（バイオマス熱利用 308万 kL／年から輸送用燃料分 50万 kL／年を除いた
分）の熱利用エコ燃料の導入を目標として、そのために必要な熱利用の利用水準を

目指すこととし、中長期的には 2030 年までを目途に、高度利用の進展等により達
成できるエコ燃料へのエネルギー変換水準を設定し、その場合の熱利用エコ燃料の

導入量を目標とする。 
具体の目標、目安となる数字については、第 2編Ⅲの「２．熱利用エコ燃料の導

入量の目安」で整理した内容も踏まえて検討したものであり、以下に示すとおりで

ある。 
ただし、先にも述べたとおり、以下の内容は、普及目標の程度を把握するため、

大まかな仮定を置いて参考値として試算したものであり、今後さらに精査されるべ

きものであることに留意する必要がある。 
 
(1) 短期（2010年度） 
熱量ベースでバイオマス利用の 9割以上を占める廃棄物系バイオマスにより、熱

利用目標の導入量全体をカバーするものと仮定すると、現状の熱利用実績は、有効

利用されている廃棄物系バイオマスの約 6％の熱利用に相当する原油換算 79万 kL
程度であり、約 17％まで熱利用の比率を上げることにより、2010年目標の 258万
kLの達成を目指すこととする。 
そのため、短期的には廃棄物系バイオマスを中心として、必要な熱利用の新規導

入を大幅に進め、状況に応じてマテリアル利用からの転換等を図る。 
 
表 2-10 熱利用エコ燃料の短期的な（2010年度）普及目標と導入量の目安（参考値） 

（単位：原油換算万 kL） 

 
バイオマス

賦存量*1 

バイオマス 

利用率*2 

熱利用

比率*3 

エコ燃料

変換率*4

エコ燃料

導入量 

廃棄物系バイオマス 約 2,640 80% 17% 70% 258 

未利用バイオマス 約 660 25% － 80% － 

合計 約 3,300 － － － 258 

*1 バイオマス賦存量は、2005年度実績と同じ数字を仮定（表 2-7参照） 
*2 バイオマス利用率は、バイオマス･ニッポン総合戦略の目標 
*3 未利用バイオマスについても熱利用の導入拡大を図るが、計算上は廃棄物系 

バイオマスのみ熱利用を仮定 
*4 既存技術の変換率を参考に設定（表 2-8、別添 1参照） 
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(2) 中長期（～2030年度） 
 中長期的には、廃棄物系バイオマスの利用率を 100％とし、そのうち約半分をエ
コ燃料として熱利用することを目標とする。 
 未利用バイオマスについては、利用率を 50％とし、そのうち約 8割程度をエコ燃
料として熱利用することを目標とする。 
 エコ燃料への変換率については、高度利用の進展等により全体の平均で 80％を達
成するものと見込む。なお、高度利用の進展により、中長期の導入量の目安には輸

送用燃料も含まれることになる。 
 その結果、長期的な導入量の目安は、バイオマス賦存量全体の約 4割に相当する
量（原油換算約 1,260万 kL）となり、2010年度の輸送用燃料を含むバイオマス熱
利用の導入目標 308万 kLの約 4倍となる。 
 
表 2-11 熱利用エコ燃料の中長期的な（2030 年度）普及目標と導入量の目安（参考値） 

（単位：原油換算万 kL） 

 
バイオマス

賦存量*1 

バイオマス 

利用率*2 

熱利用

比率*2 

エコ燃料

変換率*2

エコ燃料

導入量 

廃棄物系バイオマス 約 2,640 100% 50% 80% 約 1,050 

未利用バイオマス 約 660 50% 80% 80% 約 210 

合計 約 3,300 － － － 約 1,260 

*1 バイオマス賦存量は、2005年度実績と同じ数字を仮定（表 2-7参照） 
*2 バイオマス利用率、熱利用比率、エコ燃料変換率は、目標として設定 
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３．普及に向けて必要となる施策 
 
(1) 目標達成に向けて当面必要となる施策 
 
① 技術開発・地域実証の促進 
○ システムの最適化 
（取組の方向） 
 各種のバイオマスから効率的にエコ燃料を製造し、各地域において、バイオマス

の種類や、それぞれの地域の特徴に応じた、最適な熱利用システムを構築するため

に必要な各種要素技術の開発を進めるとともに、これらの組み合わせによる地域の

最適システムを確立するための実証を進める。あわせて、廃棄物の収集や前処理に

おける分別、選別等の技術についてもエコ燃料製造の観点から効率化を図り、熱利

用のための処理システム全体としての最適化を図る。 
 
（必要な施策） 
 各種要素技術の開発に対する支援を行うととともに、システムとしての最適化を

図るため、地域におけるモデル事業の実施やビジネス化に対する支援が必要である。 
 
○ バイオマスの高度利用 
（取組の方向） 
複数エコ燃料のカスケード的製造技術、バイオ合成ガス等からの BTL 等液体燃

料やバイオ水素の製造、バイオエタノール製造にコージェネレーション等を組み合

わせた高効率型システム等の技術の実用化開発と地域における具体的な実証を進め

る。 
オンサイト利用拠点における地産地消による高度利用モデル、さらにはオンサイ

ト利用拠点間や広域収集拠点間の連携・統合を図った高度利用モデルの開発に取り

組む。その際、廃熱やガスのオフライン輸送も考慮する。 
さらに、これらを発展させたものとして、エコ燃料の高度生産・利用を実現する

バイオマス・リファイナリーの構築の実現可能性について検討する。 
 
（必要な施策） 
高度利用に関連する技術開発の支援を行い、実用化の目処のついた技術について

は、各地域の特性に応じて最適化されたモデル事業を実施して他地域への波及を促

す。また、将来的なバイオマス・リファイナリーの実現可能性の検討に対する支援

が必要である。 
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② 広域的収集拠点における熱利用の普及拡大 
○ 生ごみ等 
（取組の方向） 
一般廃棄物として生ごみや紙ごみ等の廃棄物系バイオマスを処理している清掃工

場において、高効率にエネルギー回収を行うためメタン発酵設備等の導入を進め、

エネルギーセンターへの移行を推進する。 
具体的には、生ごみに加えて、紙ごみや剪定枝等のバイオマスを複合処理するこ

とにより、高効率のメタン発酵と焼却によるエネルギー回収の高効率化を併せて行

うための技術開発、原料の効率的な選別技術、発酵残さの効率的な脱水技術・エネ

ルギー回収技術等の開発を進める。 
さらに、発生するエネルギーを最大限に利用する観点から、オフライン熱輸送に

よる廃熱の有効利用や、エネルギーセンターをネットワーク化することにより、廃

棄物発電による高品質の電力供給を可能とする取組を試行する。 
加えて、廃棄物系バイオマスの分別収集又は収集後の選別（ドライ系とウェット

系等）等、エネルギー利用を前提とする廃棄物収集運搬・処理体制への移行を進め

る。 
 
（必要な施策） 
既設施設への熱利用エコ燃料製造設備の導入や設備改修に対する支援、周辺技術

を含めて関連する技術開発に対する支援が必要である。 
また、清掃工場における上記の高効率・複合処理システム、オフライン熱輸送、

エネルギーのネットワーク化等の実証に対する支援が必要である。 
 

○ 下水汚泥、し尿・浄化槽汚泥 
（取組の方向） 
バイオガスを焼却処分、あるいはボイラ燃料として利用している処理場において

は、バイオガスの利用効率を高めるためのバイオガスコージェネレーションの導入

等を進める。また、消化プロセスの高効率化等につき技術開発を進める。 
余剰バイオガスが発生している処理場においては、精製ガスの都市ガス原料利用

や天然ガス自動車燃料等の場外利用等の有効利用について具体化する。 
汚泥の熱分解ガス化や炭化・固形燃料化によるカスケード熱利用の導入を具体化

するとともに、メタン発酵システムとの組み合わせによる高度化やエネルギーセン

ター化を推進する。 
 
（必要な施策） 
コージェネレーションやガス精製設備の導入、高効率メタン発酵技術や熱分解ガ

ス技術の開発に対する支援が必要である。 
精製バイオガスの規格や都市ガス網への接続要件の策定等、熱利用のための条件

整備が必要である。 
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③ オンサイト／地域内での熱利用の導入促進 
○ ウェット系バイオマス 
（取組の方向） 
食品工場や堆肥センター、大規模商業・宿泊施設等へのバイオガスコージェネレー

ション設備の導入を促進するとともに、利用効率を高めるためのコージェネ用廃熱

冷房・除湿利用システムの導入を促進する。 
また、処理残さの少ない小規模熱分解／水熱ガス化処理システムの導入を促進す

る。 
 
（必要な施策） 
小規模バイオマス発生施設向けのオンサイトエネルギー供給・廃棄物処理型ビジ

ネスモデルの開発、小規模コージェネ用廃熱冷房・除湿利用システムに対する技術

開発に対する支援が必要である。 
また、熱分解／水熱ガス化処理技術の高効率化・小規模化に対する技術開発、小

規模施設における導入モデル事業の実施に対する支援が必要である。 
 
○ ドライ系バイオマス 
（取組の方向） 
林業地域に立地する製材工場等への固形燃料化設備や熱分解ガス化設備の導入を

推進するとともに、間伐材・林地残材等の森林バイオマスの利用の拡大を図る。 
また、BTL製造等の高度利用により、オンサイト／地域内の外でのエコ燃料利用

が可能となるシステムの導入を促進する。 
 
（必要な施策） 
高効率熱分解ガス化システムのモデル事業の実施、林地残材等の効率的な収集に

関するモデル事業・ビジネスモデルの開発に対する支援が必要である。 
また、バイオ合成ガスを用いた BTL 製造等の高度利用に関する技術開発、小規

模施設における導入モデル事業の実施に対する支援が必要である。 
 
○ 地産地消の推進 
（取組の方向） 
地域内で発生する様々なバイオマスを効率的に収集して、エコ燃料や副産物を製

造して地域内で有効に利用する地産地消型のバイオマス利用を展開する。具体的に

は、地域内の家畜ふん尿、生ごみ、農業残さ、林地残材等の異なる種類のバイオマ

スを組み合わせた高効率の収集運搬・処理システムを具体化する。 
特に、農業地域や林業地域において農業残さや林地残材等の未利用バイオマスの

活用や、エネルギー資源作物の利用を図る取組を具体化する。 
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（必要な施策） 
地域の関係者が参加してバイオマス収集からエコ燃料製造、エコ燃料流通網の整

備、利用設備機器の導入拡大、普及啓発に一体的に取り組む地産地消モデル事業に

対する支援が必要である。加えて、地域内でのバイオマスの循環利用に対するイン

センティブとなるような施策や、地域活性化に関連する各種施策との連携が必要で

ある。 
 
④ 小口需要家におけるエコ燃料の需要の喚起 
（取組の方向） 
 一般事業所や住宅等の小口の需要家における木質固形燃料や重油・灯油混合用の

バイオエタノール・BDF等の利用を拡大するため、地域におけるエコ燃料流通体制
の整備や利用機器の開発や導入拡大を促進する。 
 ただし、これらの小口需要に対応したエコ燃料の流通体制を単独で構築すること

は困難な場合も想定されるので、そのような場合には、産業用や大規模事業者用の

と併せた導入を図る。 
 
（必要な施策） 
熱利用機器の一括導入モデル事業や、機器導入・保守やエコ燃料配送等を一括し

て行うビジネスモデル開発の支援とともに、各種の情報提供等による幅広い普及啓

発が必要である。また、燃料流通・販売事業者に対してエコ燃料供給のインセンテ

ィブとなるような施策も必要である。 
エコ燃料の需要先を拡大するため、小規模かつ低コストな熱利用機器の開発・商

品化の支援が必要である。 
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(2) その他検討すべき課題 
熱利用エコ燃料は、輸送用エコ燃料と比較して、競合する化石燃料が低価格であ

り、経済性の面において、普及上の障害となっている。本格的な普及に向けては、

環境と資源の両面での有用性を明確にした上で低コスト技術の開発やビジネスモデ

ル開発による取組を進める一方で、コスト面での政策的な支援についても検討が必

要である。 
 
現在十分な利用がされていない農業残渣や隣地残材からのエコ燃料製造は、資源

の循環的利用や森林機能の保全、地域コミュニティの活性化にも効果的であり、温

室効果ガス排出量だけではなく、総合的、多面的な評価が必要である。 
また、これらの未利用バイオマスの利用は、多くの人手とコストがかかるが故に

現状ではほとんど進んでいないが、逆に、いわゆるシルバー人材の方々や、ニート

と呼ばれる人々に手応えのある参加の場を提供する機会として積極的に捉えること

もでき、そのような視点での利用方策についても検討が必要である。 
 
エコ燃料の需要拡大、さらには本格的な普及を図るため、将来的には燃料の供給

者及び利用者に一定量あるいは一定割合のエコ燃料の供給・利用を義務付けるなど

の需要喚起策についても検討が必要である。また、熱利用エコ燃料の環境付加価値

分の取引を可能とするグリーン熱（燃料）証書制度の導入も有効と考えられる。 
 
エコ燃料を用いるバイオマスコージェネレーションからの余剰電力の買取価格の

向上は、採算性を確保する上で重要なことから、現行の一般電気事業者による買取

条件の改善方策についての検討に加えて、グリーン電力制度の活用や地域の需要家

への直接小売等のビジネスモデル開発等を図る必要がある。 
 
熱利用エコ燃料の普及拡大の取組は、バイオ合成ガスからの BTL 製造など、輸

送用エコ燃料の普及拡大につながる場合があり、輸送用エコ燃料に関する取組状況

に十分留意しつつ、全体としてより効率的な利用を図る観点から相互の融通も考慮

する必要がある。 
 
バイオマスの保有するエネルギーの効率的利用を図るためには、マテリアル利用

を含めてカスケード的にこれを利用し尽くすトータルなプロセスを構築する必要が

ある。その際には、バイオマスの保有エネルギーから燃料として取り出せるエネル

ギー量の比率（冷ガス効率等の変換効率）やライフサイクルでの温室効果ガス排出

量（ライフサイクル GHG）等による評価に加えて、有効エネルギー(エクセルギー)
※の観点から、変換後のエコ燃料利用まで含めたプロセス全体の評価を行うことも

重要であり、その上でシステムの最適化を検討することが重要である。 
※ エネルギーの質を量的に表す物理量で、エネルギー総量から有効に取り出しうる仕事量を指す。
具体的には、熱エネルギーや化学エネルギーのうち、機械的仕事に変換しうるエネルギーを差

し、変換出来ない残りのエネルギーは無効エネルギー（アネルギー）と呼ばれる。 
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このようなエコ燃料の普及拡大に関わる取組の実施に当たっては、絶えず情報発

信を行い、これらが循環型社会の形成に向けた我が国の重要な政策の一環であるこ

とを広く国民に周知し、十分な理解を得ることが不可欠である。そのような理解を

通じて、地球温暖化の抑制を目指した再生可能な資源・エネルギーの一層の有効利

用を図る必要がある。 
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別添１ 熱利用エコ燃料の導入量の目安の考え方 
 
(1) 短期的な導入量 
 2010年度の導入量目標は、京都議定書目標達成計画により定められているので、
ここでは、各バイオマスのエコ燃料への変換可能量を試算した。これらのエコ燃料

変換可能量の数字から、目標達成に必要となる熱利用比率を算定した。 
なお、エコ燃料変換可能量は、各バイオマスを既存の技術を用いてすべて熱利用

した場合を仮定した数字であり、実際にはバイオマスの性状に応じて熱利用以外の

マテリアル利用も行われていることから、これはエコ燃料への変換を進めるべき量

を表すものではない点に留意が必要である。 
 
① 家畜ふん尿 
 含水量の多いウェット系バイオマスとして、メタン発酵するものとして試算した。 
 
エコ燃料変換可能量 

=発生量[万 t]×（1－含水率[％]）×メタン発生率[Nm3/dry-t]×メタン濃度×発熱量 
=8,900[万 t]×（1－0.83*1）×300[Nm3/dry-t]*2×0.6*3×35.6[MJ/Nm3] *4 
≒250万原油換算 kL 
*1 家畜ふん尿の含水率を 83％に設定（出所：バイオマス情報ヘッドクォーター資料） 
*2 固形物乾量当たりの発生量 250～350[Nm3/dry-t]より設定 

  （出所：バイオガスシステムの現状と課題、(社)日本有機資源協会、2003年 11月） 
*3 バイオガス中のメタン濃度を 60％と想定 
*4 メタン発熱量を 8,500kcal/Nm3に設定 

 
② 食品廃棄物 
 ウェット系バイオマスとして、メタン発酵するものとして試算した。 
 
エコ燃料変換可能量 

=発生量[万 t]×（1－含水率[％]）×メタン発生率[Nm3/dry-t]×メタン濃度×発熱量 
=2,200[万 t]×（1－0.9*1）×550[Nm3/dry-t]*2×0.6*3×35.6[MJ/Nm3] *4 
≒70万原油換算 kL 
*1 食品廃棄物の含水率を 90％に設定（出所：バイオマス情報ヘッドクォーター資料） 
*2 固形物乾量当たりの発生量 500～600[Nm3/dry-t]より設定 

  （出所：バイオガスシステムの現状と課題、(社)日本有機資源協会、2003年 11月） 
*3 バイオガス中のメタン濃度を 60％と想定 
*4 メタン発熱量を 8,500kcal/Nm3に設定 
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③ 紙 
 現状で有効利用されている分（約 2,000 万 t）については分別収集されており含
水率が低いことから、ドライ系バイオマスとして直接燃焼するものとして試算した。

非有効利用分（約 1,600 万 t）については一般廃棄物として混合されており含水率
が高いことから、ウェット系バイオマスとしてメタンガスを回収するものとして試

算した。 
 
○ 直接燃焼分 
エコ燃料変換可能量=発生量[万 t]×（1－含水率[％]）×発熱量[MJ/kg-dry] 

=2,000[万 t]×（1－0.1*1）×16.0[MJ/kg-dry]*2 
≒740万原油換算 kL 

*1 含水率を 10％と想定 
*2 固形物乾量当たりの低位発熱量を 3,820[kcal/kg-dry]と想定  
 

○ メタン発酵分 
エコ燃料変換可能量 

=発生量[万 t]×（1－含水率[％]）×メタン発生率[Nm3/dry-t]×メタン濃度×発熱量 
 =1,600[万 t]×（1－0.1*1）×550[Nm3/dry-t]*2×0.6*3×35.6[MJ/Nm3]*44 
≒440万原油換算 kL 
*1 含水率を 10％と想定 
*2 固形物乾量当たりの発生量 550[Nm3/dry-t]に設定（湿潤量当たりバイオガス発生量 

440[Nm3/dry-t]（出所：京都市調べ）より含水率 20％と想定して算出） 
*3 バイオガス中のメタン濃度を 60％と想定 
*4 メタン発熱量を 8,500kcal/Nm3に設定 

 
④ 下水汚泥 
 ウェット系バイオマスとして、メタン発酵するものとして試算した。 
 
エコ燃料変換可能量 

=発生量[万 t]×（1－含水率[％]）×メタン発生率[Nm3/dry-t]×メタン濃度×発熱量 
=7,500[万 t]×（1－0.97*1）×350[Nm3/dry-t]*2×0.6*3×35.6[MJ/Nm3]*4 
≒40万原油換算 kL 
*1 下水汚泥の含水率を 97％に設定（出所：国土交通省調べ） 
*2 固形物乾量当たりの発生量 300～400[Nm3/dry-t]より設定 

  （出所：バイオガスシステムの現状と課題、(社)日本有機資源協会、2003年 11月） 
*3 バイオガス中のメタン濃度を 60％と想定 
*4 メタン発熱量を 8,500kcal/Nm3に設定 
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⑤ 製材工場等残材 
 含水量の少ないドライ系バイオマスとして、直接燃焼するものとして試算した。 
 
エコ燃料変換可能量=発生量[万 t]×（1－含水率[％]）×発熱量[MJ/kg-dry] 

=500[万 t]×（1－0.15*1）×17.9[MJ/kg-dry]*2 
≒200万原油換算 kL 

*1 含水率を 15％と想定 
*2 低位発熱量 4,270[kcal/kg-dry]と想定 

 
⑥ 建設発生木材 
 ドライ系バイオマスとして、直接燃焼するものとして試算した。 
 
エコ燃料変換可能量=発生量[万 t]×（1－含水率[％]）×発熱量[MJ/kg-dry] 

=460[万 t]×（1－0.15*1）×18.4[MJ/kg-dry]*2 
≒190万原油換算 kL 

*1 含水率を 15％と想定 
*2 低位発熱量 4,400[kcal/kg-dry]と想定 

 
⑦ 林地残材 
 ドライ系バイオマスとして、直接燃焼するものとして試算した。 
 
エコ燃料変換可能量=発生量[万 t]×（1－含水率[％]）×発熱量[MJ/kg-dry] 

=370[万 t]×（1－0.15*1）×17.9 [MJ/kg-dry]*2 
≒150万原油換算 kL 

*1 含水率を 15％と想定 
*2 低位発熱量 4,270[kcal/kg-dry]と想定 

 
⑧ 農作物非食用部 
 ドライ系バイオマスとして、直接燃焼するものとして試算した。 
 
エコ燃料変換可能量=発生量[万 t]×（1－含水率[％]）×発熱量[MJ/kg-dry] 

=1,300[万 t]×（1－0.15*1）×13.6 [MJ/kg-dry]*2 
≒390万原油換算 kL 

*1 含水率を 15％と想定 
*2 低位発熱量 3,250[kcal/kg-dry]と想定 
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(2) 中長期的な導入量 
 廃棄物系バイオマスと未利用バイオマスについて、それぞれ以下の条件に基づき

試算を行った。 
 
○ 廃棄物系バイオマス 
 バイオマス発生量に対する利用率を 100％、利用分中に占める熱利用の比率を
50％とし、高度利用等によるエネルギー変換率を 80％とした。 
 
エコ燃料変換量 
＝賦存量[万原油換算 kL]×利用率[％]×熱利用比率[％]×変換率[％] 

 ＝賦存量[万原油換算 kL]×100％×50％×80％ 
 
○ 未利用バイオマス 
 バイオマス発生量に対する利用率を50％、利用分中に占める熱利用の比率を80％
とし、高度利用等によるエネルギー変換率を 80％とした。 
 
エコ燃料変換量 
＝賦存量[万原油換算 kL]×利用率[％]×熱利用比率[％]×変換率[％] 

 ＝賦存量[万原油換算 kL]×50％×80％×80％ 
 
 試算条件及び結果の一覧を表 2-12に示す。 
 
表 2-12 中長期的な導入量の目安（参考値）の一覧（詳細） 

（単位：原油換算万 kL） 

  
  

賦存量
バイオマス

利用率 

熱利用

比率 
変換率

エコ燃料

変換量 

廃棄物系 家畜ふん尿 約 600    約 240 

バイオマス 食品廃棄物 約 100    約 40 

  紙 約 1,400    約 560 

  下水汚泥 約 100 100% 50% 80% 約 40 

  製材工場等残材 約 230    約 90 

  建設発生木材 約 210    約 80 

  小計 約 2,640 － － － 約 1,050 

未利用 林地残材 約 170 約 50 

バイオマス 農作物非食用部 約 490
50% 80% 80% 

約 160 

  小計 約 660 － － － 約 210 

合計※   約 3,300 － － － 約 1,260 

※ 四捨五入により、合計欄の数値と内訳の計が一致しない場合がある 
 



 

 

おわりに 

 

 本報告書では地球温暖化対策と循環型の資源・エネルギーの有効利用の観点から

熱利用エコ燃料に係る内外の取組状況を評価した上で、普及拡大に向けた論点の整

理を行い、これらを踏まえて、現時点で最善と考えられる普及拡大シナリオについ

て取りまとめた。 

 検討にあたっては、先行して取りまとめた輸送用エコ燃料と同様に、現在利用で

きる最新の知見、情報を収集し、これらを踏まえたものとしている。しかながら、

輸送用エコ燃料と比較すると、取組の事例は着実に増えつつあるものの、技術的な

検討や、本格的な熱利用に向けての技術開発･実証がまだ十分進んでいない面もある

ため、今回取りまとめた普及目標や普及シナリオとその効果についても、必ずしも

十分な精度や具体性を有していないところがある。 

この分野における取組は、今後急速に進んでいくものと予想され、関連する技術

開発や実証等の取組も大きく進展するものと見込まれ、その潜在的なポテンシャル

は大きく、将来温暖化対策として重要な役割を担いうるものと期待される。 

 したがって、今回取りまとめた普及拡大シナリオを踏まえて、今後の取組を具体

化していくことが重要であるが、それが進展してより具体性を持った検討が行える

段階となった際には、改めて評価を行い、より効果的な普及拡大シナリオへと改善

していくことが必要である。 

そのため、今後も絶えず内外の最新の知見、情報の収集に努め、温暖化対策と資

源・エネルギーの有効利用に資する着実な目標達成に向けて的確な施策を展開しつ

つ、適宜これを評価し、必要な検討を継続するものとする。 
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参考資料１：バイオマスエネルギー変換技術の概要 
 
付表 1 バイオマスのエネルギー変換技術の概要の一覧 

分類 技術の概要 

直接燃焼 直接燃焼して熱として利用する。あるいは、ボイラー発電を行う技術である。木質系廃材・未利用材

やサトウキビの絞り粕であるバガスを用いて既に実用レベルに達しているが、既設設備は自家消費

用で必要最低限のエネルギー利用を目的とし、エネルギーの利用効率が低いものが多い（プラント

の規模にもよるが、既存設備の電力への変換効率は 10～20％程度のものが多い）。 

混焼 石炭火力発電所等で石炭等の化石資源とバイオマスを混合燃焼する技術であり、バイオマスの添

加による発電効率等の低下を抑えて、安定運転することを目指す。 

燃 
 
 
 
 
 

焼 

固形燃料化 100℃～150℃程度の加熱で木粉または木粉と石炭の混合物を加圧、リグニンをバインダとして成形

固化し、燃料を得る。また、食品廃棄物等を乾燥、選別し、可熱物を取り出して円柱状（ペレット）に

固めた固形燃料（RDF）も製造されている。 

溶融ガス

化 

バイオマスを 400℃～600℃で熱分解ガス化を行い、可熱性ガスを発生させ、次に発生した焼却灰

を可燃性ガスを利用して 1300℃以上の高温で溶融処理する技術。発生する熱は発電等に利用す

る。 

部分酸化

ガス化 

バイオマスを部分酸化して生成ガスを製造する技術であり、得られたガスは熱利用や発電に利用さ

れるほか、触媒を用いてメタノールに変換することも出来る。 

低温流動

層ガス化 

バイオマスを低温（600℃程度）でガス化する技術で、そのガスを用いて発電や熱利用を行う。原料と

なるバイオマスの前処理が容易であるメリットがある一方で、安定連続運転を阻害するタールの吸

着・分解が大きな課題である。 

ガ 

ス 

化 

超臨界 

水ガス化 

超臨界水中では加水分解反応が迅速に進行し、同時に有機物が効率よく分解されることを利用し

てバイオマス等をガス化する技術。エネルギー効率の改善が課題であり、高温高圧条件実現のため

に必要なエネルギーをどう回収するかが問題。 

急速熱 

分解 

500℃～600℃にバイオマスを急速に加熱することによって熱分解を進行させ、油状生成物を得る技

術であり、生成物を液化燃料として熱や発電利用する。 液 
化 スラリー 

燃料化 

木質系廃材・未利用材を高温高圧の熱水で改質することにより、炭化して粉砕後、水を混ぜてスラ

リー化する技術であり、燃料としての利便性が向上する上に、木酢液が副産物として生産される。 

炭化 木質系廃材・未利用材等の高カロリー化技術として古くから利用されており、バイオマスを酸化剤遮

断下で過熱し熱分解により、効率よく炭素含有率の高い固体生成物（炭）を得る技術である。 

熱 

化 

学 

的 

変 

換 

エステル化 植物油や廃食用油をメチルエステル化し、バイオディーゼル燃料を生産する技術であり、既に実用

化されている。 

湿式メタン

発酵 

家畜ふん尿や食品廃棄物を嫌気性発酵させることにより、メタンガスを発生させる技術であり、普及

しつつあるが、発酵に長時間を要することや処理廃液（メタン消化液）が排出され、その処理が大き

な課題となっている。 

メ
タ
ン
発
酵 乾式メタン

発酵 

低水分含量の原料でもメタン発酵が可能な微生物を利用した技術であり、処理残さの炭化処理と

組み合わせることにより、処理廃液を出さない処理システムを構築できる。 

二段発酵 食品廃棄物等を可溶化して、アセトン・ブタノール発酵もしくは水素発酵した後に、メタン発酵するこ

とにより、従来のメタン発酵に比べて高いエネルギー回収率を目指す技術である。 

生
物
化
学
的
変
換 

エタノール発酵 でんぷん系資源を用いたエタノール生産技術については、既に実用化されているが、難分解性であ

る木質系廃材・未利用材に含まれるセルロースなどを糖化した上でエタノール発酵する技術につい

ては、技術開発を実施している。 

出所：バイオマスエネルギー導入ガイドブック（第 2版）（NEDO、2005年） 
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参考資料２：第 3期科学技術基本計画におけるバイオマス利活用技術の位置づけ 
 
(1) 第 3期科学技術基本計画の概要 
 科学技術基本法の規定に基づき、政府は、科学技術の振興に関する施策の総合的

かつ計画的な推進を図るため、総合科学技術会議の諮問第 5号「科学技術に関する
基本政策について」に対する答申（2005年 12月 27日）を踏まえ、「科学技術基本
計画」を閣議決定した（2006年 3月 28日閣議決定）。 
 科学技術基本計画は、今後 10 年間程度を見通した 5 年間の科学技術政策を具体
化するものとして策定されるものであり、第 3 期については、平成 18 年度（2006
年度）から平成 22年度（2010年度）までの 5年間を対象としている。 
 第３期科学技術基本計画においては、第 2期科学技術基本計画に引き続き、特に
重点を置き優先して資源を配分すべき「重点推進 4分野（ライフサイエンス、情報
通信、環境、ナノテクノロジー・材料）」及び、国の存立にとって基盤的であり国と

して取り組むことが不可欠な研究開発課題を重視して研究開発を推進する「推進４

分野（エネルギー、ものづくり技術、社会基盤、フロンティア）」を定め、効果的・

効率的な科学技術政策の推進という観点から、政府研究開発投資の戦略的重点化を

強力に進めるものとしている。そのため、これらの各分野において、総合科学技術

会議が分野別推進戦略を策定することとしている。 
分野別推進戦略においては、当該分野における重要な研究開発課題を選定すると

ともに、さらにその中から、計画期間中に予算を重点配分する課題を「戦略重点科

学技術」として選定し、位置づけることとされている。 
 
(2) 分野別推進戦略におけるバイオマス利活用技術の位置づけ 
 各分野別推進戦略においては、科学技術基本計画の政策目標を踏まえた当該分野

における政策目標の設定がなされ、政策課題対応型研究開発を対象とした政府研究

開発投資の戦略及び研究開発の推進方策がとりまとめられている。環境分野におい

ては、 
 
 ○ 環境と経済の両立－環境と経済を両立し持続可能な発展を実現（大目標） 
  ・地球温暖化・エネルギー問題の克服（中目標） 
  ・環境と調和する循環型社会の実現（同上） 
 
という科学技術基本計画における政策目標に対応して、 
 
 ○ 我が国発のバイオマス利活用技術により生物資源の有効利用を実現する。 
 
という個別政策目標が掲げられており、これに対応する研究領域として「バイオマ

ス利活用研究領域」が設定されている（付図 1）。 
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目標１：飛躍知の発見・発明
～未来を切り開く多様な知識の蓄積・創造

目標２：科学技術の限界突破
～人類の夢への挑戦と実現

目標３：環境と経済の両立
～環境と経済を両立し持続可能な発展を実現

(4) 地球温暖化・エネルギー問題の克服

③-1 世界で地球観測に取り組み、正確な気候変動予測及び影響評価を実現する。
③-2 世界を先導する省エネルギー国であり続ける。
③-3 世界で利用される新たな環境調和型のエネルギー供給を実現する。
③-4 燃料電池を世界に先駆け家庭や街に普及する。
③-5 世代を超えて安全に原子力エネルギーを利用する。
③-6 国民が必要とする燃料や電気を安定的かつ効率的に供給する。

(5) 環境と調和する循環型社会の実現

③-7 我が国発のバイオマス利活用技術により生物資源の有効利用を実現する。
③-8 ３Ｒ（発生抑制・再利用・リサイクル）や希少資源代替技術により資源の有効利用や廃棄物の削減を実現する。
③-9 環境と経済の好循環に貢献する化学物質のリスク・安全管理を実現する。
③-10 持続可能な生態系の保全と利用を実現する。
③-11 健全な水循環と持続可能な水利用を実現する。
③-12 温室効果ガス排出・大気汚染・海洋汚染の削減を実現する。

目標４：イノベーター日本
～革新を続ける強靱な経済・産業を実現

目標５：生涯はつらつ成果多雨
～子供から高齢者まで健康な日本を実現

目標６：安全が誇りとなる国
～世界一安全な国・日本を実現  

出所：第 53 会総合科学技術会議評価専門調査会 資料２-3より作成 

付図 1 第 3期科学技術基本計画におけるバイオマス利用技術に係る目標体系 
 
 バイオマス利活用研究領域では、バイオマスをエネルギーとして利用するための

「バイオマスエネルギー技術」、素材として利用するための「バイオマス材料利用技

術」、バイオマス利活用を地域に根ざすための「バイオマス利活用システム研究」の

3つのプログラムと、付表 2に示す 8つの重要な研究開発課題が設定され、「バイオ
マス・ニッポン総合戦略」の推進と連携し、科学技術連携施策群として実施するも

のと位置づけられている。 
このうち、②草木質系バイオマスエネルギー利用技術及び⑦持続可能型地域バイ

オマス利用システム技術の 2つの研究開発改題については、バイオマス・ニッポン
総合戦略及び京都議定書目標達成計画を達成するために喫緊の重要性が高い課題と

して、今後 5年間に集中投資すべき「戦略重点科学技術」に選定されている。 
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付表 2 バイオマス利活用領域における重要な研究開発課題及び目標 
重要な研究開発課題 重要な研究開発課題の概要 研究開発目標（○：計画期間中の研究開発目標、◇：最終的な研究開発目標） 成果目標 

プログラム１：バイオマスエネルギー技術 

エネルギー作物生産・

利用技術 

我が国のみならずアジアを視野に

入れ、エネルギーを得ることを目的

とした資源作物の研究・開発と低コ

スト栽培・利用のための技術開発を

行う。 

○2010 年までに、さとうきび、さつまいも、各種油糧作物等を対象に、不良環

境下でも安定多収性を示す系統を選抜する。【農林水産省】 

◇2015 年度までに、茎葉部等も利用可能で、不良環境下でも多収性を示す

高バイオマス多用途品種を開発する。【農林水産省】 

◆2010 年度までに、資源作物につい

て、炭素量換算で 10 万ｔ程度を利

活用する。【農林水産省】 

草木質系バイオマスエ

ネルギー利用技術 

バイオマスの中で我が国のみなら

ずアジアにおいて量が豊富で安定

して供給可能な製材工場等残材・

建設発生木材・間伐材やサトウキ

ビしぼりかすなどの草木質系バイオ

マスを、有効にエタノールやバイオ

ディーゼル燃料に変換する技術や

熱、電力へ高効率に転換する技術

開発を行う。 

○2010 年度までに、木質バイオマスを濃硫酸等の環境負荷の大きい手段を

使わずに糖、有機酸等の中間生成物に分解する技術と、中間生成物から

エタノール等の燃料を製造する技術からなる技術群を開発する。【文部科

学省】 

○2010年までに木質バイオマスからのエタノール化において収率 70％以上を

実現し、2015 年度までに、木質バイオマスからのエタノール製造のコストを

削減し、化石燃料と競合可能な製造技術を開発する。【農林水産省、環境

省】 

◇2015 年度までに、熱分解ガス化技術等を活用し 20t/日程度のバイオマス

を処理し、電力として 20％程度、エネルギー回収率 80％程度の小規模・分

散型プラント技術を確立する。【農林水産省】 

○2010 年までに、廃食用油からのバイオディーゼル燃料製造技術を開発す

る。【農林水産省】 

◇2015 年までに、農畜産物からの高効率バイオディーゼル変換等のエネル

ギー変換・利用技術について、産業化しうる実用システムを開発する。【農

林水産省】 

○2010 年までに、草木質系バイオマス利用の高効率転換、低コスト化のため

の技術開発、実証を行い、バイオマス利用の経済性を向上する。【経済産

業省】 

◆2010 年度までに炭素量換算で、廃

棄物系バイオマスを 80％以上、未

利用バイオマスを 25％以上利活用

する【農林水産省】 

◆2010年度及び2030年度までに、そ

れぞれ原油換算 308 万 kL(バイオマ

ス由来輸送用燃料 50 万 kL 分を含

む)及び 423万 kL分のバイオマス熱

利用を導入する。【経済産業省、農

林水産省】 

◆2010 年度までに、原油換算 586 万

kL 分の廃棄物発電＋バイオマス発

電を導入するとともに、308 万 kL 分

のバイオマス熱利用を導入する。

【経済産業省、環境省】その後もバ

イオマスエネルギーの利用を進め、

更なる長期的・継続的な温室効果

ガスの排出削減を目指す。【環境

省】 

◆2030 年度までに、原油換算 494 万

kL 分の廃棄物発電＋バイオマス発

電を導入する。【経済産業省】 

◆廃棄物・バイオマスを用いたエネル

ギー、材料生産分野において技術

基盤を確立し、バイオマスエネル

ギー利用の促進に貢献する。【文部

科学省】 
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重要な研究開発課題 重要な研究開発課題の概要 研究開発目標（○：計画期間中の研究開発目標、◇：最終的な研究開発目標） 成果目標 

生物プロセス利用エネ

ルギー転換技術 

メタン発酵などの生物プロセスを利

用したバイオマスからエネルギーへ

の高効率・低コストの転換技術を開

発する。 

○2010 年度までに、含水率の高いバイオマスをメタン発酵等により、電力とし

て 10％、あるいは熱として 40％程度を実現できる技術を開発する。【農林水

産省】 

○2010 年度までに、より高効率、低コスト化を目指した生物プロセスの技術

開発、実証を行い、バイオマス利用の経済性を向上する。【経済産業省】 

○2010 年度までに、嫌気性発酵時における下水汚泥の分解率を 65％に向

上させる。【国土交通省】 

○2010 年度までに、低コスト型の消化ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝを開発する。【国土交通省】 

◇2015 年度までに、下水汚泥からの効率的なエネルギー回収技術や低コス

ト型のエネルギー利用技術等の実用化・普及促進を推進するとともに、さら

なる高効率化・低コスト化等に向けた技術開発を行う。【国土交通省】 

○2010 年度までに、地域特性、バイオマス性状等に応じたメタン、水素等の

エネルギー回収技術の高度化を図る。【環境省】 

◇ 2015 年度までに、地域特性、バイオマス性状等に応じたメタン、水素等の

エネルギー回収技術の実用化・普及促進の推進を図る。【環境省】 

◆2010年度及び2030年度までに、そ

れぞれ原油換算 586 万 kL 及び 494

万 kL 分の廃棄物発電＋バイオマス

発電を導入する。【経済産業省、農

林水産省、国土交通省】 

◆2010年度及び2030年度までに、そ

れぞれ原油換算 308 万 kL(バイオマ

ス由来輸送用燃料 50 万 kL 分を含

む)及び 423万 kL分のバイオマス熱

利用を導入する。【経済産業省、国

土交通省】 

◆地域ごとに、最適なバイオマス利活

用エネルギー回収システムを導入

する。【環境省】 

バイオマスエネルギー

利用要素技術 

各バイオマス種の性状特性、地域

特性、エネルギー利用形態等に即

したより高効率な変換技術を構築

するとともに、低コスト化のボトルネ

ックとなっている収集・前処理技術・

後処理技術などを開発する。また、

圧縮梱包技術開発・化石資源との

共利用技術などの開発も行う。 

○2010 年度までに、軽労・省力的な間伐作業技術指針を作成し、新たな植

栽機器等の導入により更新作業技術を高度化する。【農林水産省】 

◇2015 年度までに、機械化等を通じた軽労・省力的な伐出・育林システムを

開発する。【農林水産省】 

○2010 年度までに、バイオマス利用のボトルネックとなっている前処理、後処

理、エネルギー利用等の技術開発、実証を行いバイオマス利用の経済性を

向上する。【経済産業省】 

○2010 年度までに、下水汚泥の炭化燃料化システムにおいて、炭化燃料の

発熱量を 30％向上させるとともに、燃料消費量を 30％削減する。【国土交

通省】 

◇2015 年度までに、下水汚泥からの効率的なエネルギー回収技術や低コス

ト型のエネルギー利用技術等の実用化・普及促進を推進するとともに、さら

なる高効率化・低コスト化等に向けた技術開発を行う。【国土交通省】 

○2006 年度までに、下水汚泥の高効率ガス化炉によるエネルギー供給シス

テムの開発・実証を行う。更なる熱回収の高度化、ランニングコストの低減

等により市場導入可能なシステムを開発する。【環境省】 

◆都市・地域から排出される廃棄物・

バイオマスの無害化処理と再資源

化に関する技術開発を行い、環境

負荷の軽減に貢献する。【文部科

学省】 

◆2010 年度までに炭素量換算で、廃

棄物系バイオマスを 80％以上、未

利用バイオマスを 25％以上利活用

する。【農林水産省】 

◆2010 年度までに、原油換算 586 万

kL 分の廃棄物発電＋バイオマス発

電を導入するとともに、308 万 kL 分

のバイオマス熱利用を導入する。

【経済産業省、国土交通省、環境

省】その後もバイオマスエネルギー

の利用を進め、更なる長期的・継続

的な温室効果ガスの排出削減を目

指す。【環境省】 

◆2030 年度までに、原油換算 494 万

kL 分の廃棄物発電＋バイオマス発

電を導入し、423 万 kL分のバイオマ

ス熱利用する。【経済産業省】 
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重要な研究開発課題 重要な研究開発課題の概要 研究開発目標（○：計画期間中の研究開発目標、◇：最終的な研究開発目標） 成果目標 

輸送機器用高効率・低

コストバイオマス燃料技

術 

実用化段階にあるバイオマスの燃

料変換技術について、より低コスト

となるような技術開発を、我が国の

みならずアジアの状況を踏まえなが

ら行う。また、高効率なガス化から

の合成燃料製造、ガスの燃料電池

等への活用に関する技術開発も行

う。 

○2010 年度までに、より高効率、低コストなバイオマスからの液体燃料等製

造技術開発、実証を行い、輸送機器用バイオマス燃料利用の経済性を向

上する。【経済産業省、環境省】 

◆2010 年に輸送用バイオ燃料 50 万

kL（原油換算）導入する。その後も

低コストな輸送用バイオ燃料の利

用を進め、更なる長期的・継続的な

温室効果ガスの排出削減を目指

す。【経済産業省、環境省】 

プログラム２：バイオマス材料利用技術 

バイオマスマテリアル利

用技術 

廃棄物系バイオマスや未利用バイ

オマスなど、地域に大量にあるバイ

オマスを、多段階的に利用するた

め、化石資源に由来する製品の代

替技術や、工業原料等に加工する

技術、バイオマスの物理化学的な

特性を生かし利用する要素技術を

開発する。 

○2010 年までに、未利用バイオマスを用いたプラスチックの代替素材を開発

する。【農林水産省】 

○2010年までに、食品加工残さ等から生分解性素材を作成する。【農林水産

省】 

○2010 年までに、木質系廃棄物由来の土木・建築用材の品質の向上を図

る。【農林水産省】 

◇2015 年度までに、製造技術を実用化し、木質系廃棄物の用途を拡大させ

る。【農林水産省】 

○2010 年までに、微生物機能等の活用による、バイオマスからの工業原料

等生産技術を確立する。【経済産業省】 

◇2020 年までに、微生物機能等の活用による、バイオマスからの工業原料

等生産技術を実用化する。【経済産業省】 

◆2010 年度までに、バイオプラスチッ

クを汎用プラスチックの２倍程度ま

でに価格を低減させる。【農林水産

省】 

◆2010 年度までに炭素量換算で、廃

棄物系バイオマスを 80％以上、未

利用バイオマスを 25％以上利活用

する。【農林水産省】 

◆2020 年までに、バイオマスを原料と

した工業原料等の生産プロセスを

実用化する【経済産業省】 
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重要な研究開発課題 重要な研究開発課題の概要 研究開発目標（○：計画期間中の研究開発目標、◇：最終的な研究開発目標） 成果目標 

プログラム３：バイオマス利用システム研究 

持続可能型地域バイオ

マス利用システム技術

【３Ｒ技術研究領域の

「地域特性に応じた未

利用資源の活用技術」

と連携して行う】 

我が国だけでなくアジア等海外も含

め、地域に即したバイオマスエネル

ギー利用や、原料確保から利用・

残さ処理までの地域のマテリアル

バランスを考慮した資源循環システ

ムを開発し、経済的に成立するた

めの要件を社会科学的な面も含め

検討する。また、国内外の適切な

バイオマスタウンを設計するため

の、ライフサイクルを意識した物質

循環、地域特性、安全性、経済性

等を踏まえた評価を行える手法を

構築する。 

○2010 年度までに、地域特性に応じた低コスト・低環境負荷・高変換効率の

ﾊﾞｲｵﾏｽ多段階利用技術による地域循環ﾓﾃﾞﾙ、施設の最適配置計画策定

手法を開発し、経済性・環境影響を評価する。【文部科学省、農林水産省】

◇2015 年度までに、バイオマスの発生源・利用地域に適合した効率的な収

集・輸送・貯蔵システムを開発する。【農林水産省】 

○2010 年までに、地域における最適な資源循環／バイオマスエネルギー利

用システムを開発する。【経済産業省、環境省】 

○2010 年度までに、国土管理由来バイオマスのインベントリーを開発する。

【国土交通省】 

◇国土管理由来バイオマスについて、地域特性に適した資源化・利用技術を

開発する。【国土交通省】 

○2007年度までに、国産サトウキビを原料とした、従来より大幅に高効率、か

つ省エネ型のエタノール製造プロセス技術を確立し、沖縄県伊江島におい

て、エタノールの地産地消モデルを構築する。その後、製造プロセスのス

ケールアップ等を行い、同モデルを全国の適地に展開する。【農林水産省、

経済産業省、環境省】 

◆都市・地域から排出される廃棄物・

バイオマスの無害化処理と再資源

化に関する技術開発を行うととも

に、環境負荷を軽減させる。【文部

科学省】 

◆廃棄物系バイオマスを炭素量換算

で 90％以上または未利用バイオマ

スを炭素量換算で 40％以上利活用

するシステムを有する市町村を、

500 程度構築する。【農林水産省】 

◆2010 年度までに、原油換算 586 万

kL 分の廃棄物発電＋バイオマス発

電を導入するとともに、308 万 kL 分

のバイオマス熱利用を導入する。

【経済産業省、国土交通省、環境

省】その後もバイオマスエネルギー

の利用を進め、更なる長期的・継続

的な温室効果ガスの排出削減を目

指す。【環境省】 

◆2030 年度までに、原油換算 494 万

kL 分の廃棄物発電＋ﾊﾞｲｵﾏｽ発電

と原油換算 423 万 kL 分のﾊﾞｲｵﾏｽ

熱利用を導入する。【経済産業省】 

バイオマス利用安全 

技術 

バイオマス燃料の混合率の増大に

伴う車両等への影響軽減や、バイ

オマスの持つ危険を回避する対策

技術とともに、地域住民の生活に

対する臭気・振動・騒音等の環境

配慮のための研究を行う。 

○2006年度までに 再生資源燃料の種類ごとの危険性の把握と安全対策の

確立を図る。【総務省】 

◇各種バイオマス燃料の危険性の把握と安全対策の確立を図る。【総務省】

○2010 年度までに、廃棄物･ﾊﾞｲｵﾏｽの処理等に伴う有害化学物質等に関す

る簡便な安全性評価、環境リスク管理の技術開発を行う。【文部科学省】 

○2006 年度までに、バイオディーゼル燃料専用車が環境・安全面で満たすべ

き車両側対応技術等を明確にする。【国土交通省】 

○2010 年までに、既存技術に安価な資材を組み合わせた畜産臭気の低減

技術を開発する。【農林水産省】 

◆各種バイオマス燃料に起因する火

災発生を防止する。【総務省】 

◆都市・地域から排出される廃棄物

系バイオマスの処理に関する安全

評価、管理技術を確立し、バイオマ

ス利用の促進に貢献する。【文部科

学省、農林水産省】（究極目標のた

め年限は設定できない） 
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参考資料３：エコ燃料に関連する法制度の概要 
 
(1) 循環型社会形成推進基本法とその体系 
  
付表 3 循環型社会形成推進基本法の概要 
□ 形成すべき「循環型社会」の姿を明確に提示 
 「循環型社会」とは、[1]廃棄物等の発生抑制、[2]循環資源の循環的な利用及び[3]適正な処分が
確保されることによって、天然資源の消費を抑制し、環境への負荷ができる限り低減される社会。 

 
□ 法の対象となる廃棄物等のうち有用なものを「循環資源」と定義 
 法の対象となる物を有価・無価を問わず「廃棄物等」とし、廃棄物等のうち有用なものを「循環

資源」と位置づけ、その循環的な利用を促進。 

 
□ 処理の「優先順位」を初めて法定化 
[1]発生抑制、[2]再使用、[3]再生利用、[4]熱回収、[5]適正処分との優先順位。 

 
□ 国、地方公共団体、事業者及び国民の役割分担を明確化 
  循環型社会の形成に向け、国、地方公共団体、事業者及び国民が全体で取り組んでいくため、
これらの主体の責務を明確にする。特に、 
[1] 事業者・国民の「排出者責任」を明確化。 
[2] 生産者が、自ら生産する製品等について使用され廃棄物となった後まで一定の責任を負う 

「拡大生産者責任」の一般原則を確立。 

 
□ 政府が「循環型社会形成推進基本計画」を策定 
 循環型社会の形成を総合的・計画的に進めるため、政府は「循環型社会形成推進基本計画」を次

のような仕組みで策定。 

 
[1] 原案は、中央環境審議会が意見を述べる指針に即して、環境大臣が策定。 
[2] 計画の策定に当たっては、中央環境審議会の意見を聴取。 
[3] 計画は、政府一丸となった取組を確保するため、関係大臣と協議し、閣議決定により策定。 
[4] 計画の閣議決定があったときは、これを国会に報告。 
[5] 計画の策定期限、５年ごとの見直しを明記。 
[6] 国の他の計画は、循環型社会形成推進基本計画を基本とする。 

 
□ 循環型社会の形成のための国の施策を明示 
廃棄物等の発生抑制のための措置、「排出者責任」の徹底のための規制等の措置、「拡大生産者責

任」を踏まえた措置（製品等の引取り・循環的な利用の実施、製品等に関する事前評価）、再生品

の使用の促進、環境の保全上の支障が生じる場合、原因事業者にその原状回復等の費用を負担させ

る措置 等 
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環境基本法

環境基本計画
H12.12全面
改正公表

H6.8完全施行

循環
自然循環

社会の物質循環

H13.1完全施行

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組み法）

◇基本原則、◇国、地方公共団体、事業者、国民の責務、◇国の施策

循環型社会形成推進基本計画 〔国の他の計画の基本〕 H15.3公表

<廃棄物の適正処理> <リサイクルの推進>

廃棄物処理法

H15.12 改正施行
H16.4 一部改正

H13.4 全面改正施行

①廃棄物の排出抑制

②廃棄物の適正処理（リサイクルを含む）

③廃棄物処理施設の設置規制

④廃棄物処理業者に対する規制

⑤廃棄物処理基準の設定 等

①再生資源のリサイクル

②リサイクル容易な構造・材質
等の工夫

③分別回収のための表示

④副産物の有効利用の促進

1R→3R

環境大臣が定める基本方針 廃棄物処理施設整備計画
H15～H19の5か年計画

計画内容：事業量 → 達成される成果

H13.5 公表 H15.10 公表

容
器
包
装
リ
サ
イ
ク
ル
法

食
品
リ
サ
イ
ク
ル
法

建
設
リ
サ
イ
ク
ル
法

自
動
車
リ
サ
イ
ク
ル
法

家
電
リ
サ
イ
ク
ル
法

〔個別物品の特性に応じた規制〕

・容器包装の市町村によ
る分別収集

・容器の製造・容器包装
の利用業者による再商
品化

H12.4

完全施行

H13.4

完全施行

H13.5

完全施行

H14.5

完全施行

H17.1

完全施行

・廃家電を小売店等が
消費者より引取り

・製造業者等によ
る再商品化

食品の製造・加工・販
売業者が食品廃棄物
等の再生利用等

工事の受注者が

・建築物の分別解体等

・建設廃材等の再資源
化等

・関係業者が使用済自
動車の引取り、フロンの
回収、解体、破砕

・製造業者等がエアバッ
グ、シュレッダーダストの
再資源化、フロンの破壊

びん、ペットボトル、プラス
チック製・紙製容器包装等

エアコン、冷蔵庫、冷凍庫、
テレビ、洗濯機

食品残さ 木材、コンクリート、
アスファルト

自動車

H13.4 完全施行

グリーン購入法 〔国等が率先して再生品などの調達を推進〕

資源有効利用促進法

(事業費) (アウトカム目標)

社会の物質循環の確保

天然資源の消費の抑制

環境負荷の低減

社会の物質循環の確保

天然資源の消費の抑制

環境負荷の低減

 
太字斜体：バイオマス 

出所：平成 17 年度版循環型社会白書 

付図 2 循環型社会の形成の推進のための施策体系 
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(2) 資源循環利用としてのエコ燃料製造・利用に関する個別法の概要 
 
付表 4 資源循環利用としてのエコ燃料製造・利用に関する個別法の概要一覧 
法律名（略式名） 施行日 概 要 関連するバイオマス 

廃棄物の処理及び清

掃に関する法律        

（廃掃物処理法） 

2001 年     

4 月 1 日 

改正施行 

廃棄物の適正な処理を確保するため、廃棄物の

減量化・リサイクルを推進するとともに、施設の信

頼性・安全性の向上や不法投棄対策の強化を図

るための総合的な対策を講じる。 

全ての廃棄物系 

バイオマス 

・木質系 ・農業残渣 

・ふん尿 ・汚泥  

・食品廃棄物 等 

家畜排せつ物の管理

の適正化及び利用の

促進に関する法律    

（家畜排せつ物法） 

1999 年 

11 月 1 日 

施行 

家畜排せつ物の適正な管理の確保と利用を促

進するため、畜産業者に対して排せつ物の処理・

保管施設の構造基準等を内容とする管理基準

の遵守を義務づける。 

家畜ふん尿 

容器包装に係る分別収

集及び再商品化の 

促進等に関する法律   

（容器包装リサイクル

法） 

2000 年 

4 月 1 日 

完全施行 

特定容器利用事業者、特定容器製造等事業者

及び特定包装利用事業者は利用・製造量等に

応じて再商品化義務を負い、指定法人を通して

再商品化事業者（リサイクル業者）によりリサイク

ルされる。 

古紙（包装紙） 

建設工事に係る資材の

再資源化等に関する 

法律 

（建設リサイクル法） 

2002 

5 月 30 日 

完全施行 

特定資材(コンクリート、アスファルト、木材)を用

いる一定床面積以上(延べ床面積 70～100m2以

上)の建築物を解体する際に、廃棄物を現場で分

別し、資材ごとに再利用することを解体業者に義

務づける。 

建設廃材 

食品循環資源の再生

利用等の促進に関する

法律 

（食品リサイクル法） 

2001 年 

5 月 1 日 

施行 

食品関連事業者から排出される食品廃棄物等に

ついて、再生利用等（発生の抑制、再生利用、減

量化）の実施率を平成 18 年度までに 20%に向上

させる。 

食品廃棄物 

森林・林業基本法     

森林・林業基本計画 

2001 年 

10 月 26 日 

閣議決定 

同法により、木材の生産を主体とした政策から、

森林の有する多面的にわたる機能の持続的発

揮を図るための政策を推進する。具体的には森

林を次の 3区分に分離し、森林整備を推進する。 

また、木材の新規需要の開拓としてバイオマスエ

ネルギー利用、新素材の開発等も唱われてい

る。 

・水土保全林：1,300 万 ha（ 全森林の 5 割） 

水源かん養、山地災害の防止を重視する森林 

・森林と人との共生林：550 万 ha（全森林の 2 割）

森林生態系の保全・生活環境の保全や森林空

間の適切な利用を重視する森林 

・資源の循環利用林：660 万 ha（全森林の 3 割）  

木材等の生産を重視する森林 

森林バイオマス 

（間伐、未利用材等） 

出所：バイオマスエネルギー導入ガイドブック第２版（NEDO、2005 年）より作成 
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参考資料４：京都バイオサイクルプロジェクトの概要 
 
(1) プロジェクトの目的 
 
① 目的 
 地域の廃棄物系バイオマス及び木質系バイオマスのハイブリッド活用によるCO2

排出量の削減、並びにガス化残さ等の有効活用による再生可能資源の地域循環的な

利用を実証する。 
 
② ねらい 
○ 再生可能性の徹底追求 
地域の未利用バイオマス・廃棄物を再生可能性を念頭において徹底利用する。 

 
○ システムハイブリッドの考え方 
確実な技術開発と夢のシステムへのチャレンジを行い、時間軸を念頭におきつつ

着実な進展を図る。原料性状及び需要に応じた技術を選定する（熱化学/生物変換、
物質/エネルギー利用、気体/液体燃料）。 
 
○ 都市・田園の融合モデル 
 都市型の廃棄物系バイオマスと、山林・田園型の木質系バイオマスを有効利用し、

リンクさせる。 
 
(2) 実証技術・システムの概要 
 

実証技術実証技術都市都市エリアエリア 自然環境自然環境

廃木材
（製材廃材、建設
廃材、剪定枝）

廃食用油

食品廃棄物
（厨芥類、動植
物性残渣）

油糧作物
（菜の花等）

熱分解ガス化・
メタノール合成

BDF化

搾油

残渣

菜種油等

BDFグリセリン

バイオガス化
（高効率、残さ低減）

改質・精製
・FC利用

メタノール

間伐材、
未利用樹

各種油脂へ原料拡大

混合処理
（紙ごみ、剪定枝）

発酵残渣

サーマルリサイクル

副資材利用

ディーゼル車利用
遊休地活用

林業振興

水素利用

⑤バイオマスの循環利用技術進
化のためのシステム解析技術

④再生バイオ原料拡大を
実証するためのシステム技術

③バイオマス由来ガスの
改質・燃料電池利用技術

②熱分解ガス化・
メタノール合成技術

①将来型バイオガス化技術

ライフサイクル解析
CO2排出量等環境負荷の評価

廃棄物 未利用資源電力・熱

実証技術実証技術都市都市エリアエリア 自然環境自然環境

廃木材
（製材廃材、建設
廃材、剪定枝）

廃食用油

食品廃棄物
（厨芥類、動植
物性残渣）

油糧作物
（菜の花等）

熱分解ガス化・
メタノール合成

BDF化

搾油

残渣

菜種油等

BDFグリセリン

バイオガス化
（高効率、残さ低減）

改質・精製
・FC利用

メタノール

間伐材、
未利用樹

各種油脂へ原料拡大

混合処理
（紙ごみ、剪定枝）

発酵残渣

サーマルリサイクル

副資材利用

ディーゼル車利用
遊休地活用

林業振興

水素利用

⑤バイオマスの循環利用技術進
化のためのシステム解析技術

④再生バイオ原料拡大を
実証するためのシステム技術

③バイオマス由来ガスの
改質・燃料電池利用技術

②熱分解ガス化・
メタノール合成技術

①将来型バイオガス化技術

ライフサイクル解析
CO2排出量等環境負荷の評価

廃棄物 未利用資源電力・熱

 
付図 3 京都バイオサイクルプロジェクトにおける実証事業の全体イメージ 
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① ウェット系バイオマスの将来型バイオガス化技術 
 バイオガス製造に伴い発生するメタン発酵残さの高温可溶化等による高効率な乾

式メタン発酵プロセス。 
 

バイオガス化プロセス ガス精製プロセス

厨芥類
（一廃）

動植物性残渣
（産廃）

紙ごみ

搾油残渣

貯留 前処理

異物

廃グリセリン

発酵槽

消化液

脱水 脱水残渣

発酵廃液

排水処理

堆肥利用

高温可溶化 発酵槽へ

焼却処理

下水放流等

バイオガス
(CH4、CO2)

脱硫塔 活性炭
吸着塔

CH4＋CO2

ガス
ホルダー

剪定枝

原料収集プロセス

自己熱改質

CO酸化

FC(SOFC等)

ガス利用プロセス

H2ガス
アンモニ
ア回収

肥料

 
付図 4 ウェット系バイオマス利用システムの構成例 

 
② ドライ系バイオマスの熱分解ガス化・メタノール合成技術 
 木質系バイオマス等を高温ガス化・精製（除塵・タール分解）する合成ガスを製

造して合成ガスから一工程でメタノールを合成するとともに、オフガスをコージェ

ネレーション利用する技術（性状変動がはけしく、発熱量の低いガスに適した利用

方法）。 
 

熱分解ガス化プロセス ガス精製プロセス

建設・
建築廃材

工場残材
(製材廃材)

剪定枝

貯留 破砕･選別

異物

ガス化･改質炉 熱分解ガス
(H2､CO等)

ガス化残渣

集塵器・
タール分解

湿式洗煙塔
精製ガス
(H2､CO等)

ダスト 洗煙排水

既存処理プロセス炭化物利用

原料収集プロセス

メタノール

メタノール
合成

液体燃料合成プロセス

ガス
ホルダー

間伐材・
未利用樹

BDF製造
プロセスへ  

付図 5 ドライ系バイオマス利用システムの構成例 
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③ バイオマス由来ガスの改質・燃料電池利用技術 
 バイオガスの改質による水素製造と SOFC（固体酸化物型燃料電池）等でのコー
ジェネレーション利用技術。 
 
 
 
④ 再生バイオマス原料拡大を実証するためのシステム技術 
 BDF原料の各種油脂への拡大、紙ごみや廃グリセリン等のバイオガス化等の技術 
 
⑤ バイオマスの循環利用技術進化のためのシステム解析技術 
 バイオマス循環のライフサイクルシステムを解析 
 
  
  


